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第１章 社会的インパクト評価の目的と評価事業の概要 

 

1.1 社会的インパクト評価の目的 

本評価の目的は、学校生活や家庭生活等で困難を抱える子どもたちを対象とした「横浜市

社会的インパクト評価モデル事業」（以下、モデル事業）の成果を定量的・定性的に把握し、

その社会的インパクトを計測・評価するところにある。 

本モデル事業は、横浜市のソーシャル・インパクト・ボンド（Social Impact Bond: 以下、

SIB）組成に係る委託事業（公募）1の受託を契機として、2016（平成 28）年 10 月より、

横浜市、社会福祉法人たすけあい ゆい（以下、たすけあい ゆい）、ゴールドマン・サック

ス、株式会社公共経営・社会戦略研究所（以下、公社研）の産学官連携事業として開始され

たプロジェクトである（図表１）。 

今回のモデル事業は民間事業者からの寄附金等を原資として実施される試行的なパイロ

ット事業である。通常の SIB と異なり、事業枠組みには、民間からの投資としての出資のプ

ロジェクト運営費用への充当や、行政からの成果連動型のリターンの支払も組み込まれて

ない。将来的には、民間投資等により民間事業者が社会的・公共的な事業を実施し、その成

果に応じて行政から成果連動型でリターンを支払う SIB の仕組み（塚本・金子編著 2016）

を横浜市に導入することを目指している。 

したがって、本モデル事業は、最初から出資契約や成果連動型契約を締結した上で事業成

果を検証するものではなく、フィージビリティスタディとして実施されたものである。すな

わち、当事者間の関係性の構築、サービスモデル、ストラクチャーモデルや評価モデルを試

行的・実験的に実施するなかで、効果を検証し課題を明らかにすることを主眼としている。

2018（平成 30）年度も、前年度までのモデル事業によって明らかとなった課題等を踏まえ、

ゴールドマン・サックスからの寄附金の提供を受けるかたちで、パイロット事業としてモデ

ル事業を継続し実施した。 

本モデル事業では、インパクト評価、特に費用便益分析の一種である SROI（Social Return 

on Investment: 社会的投資収益分析）の方法を用いて、本プロジェクトの支援サービス（学

習支援・生活支援・居場所づくり）によって期待されるアウトカム（成果）を中心に、可能

な限りアウトカムを定量化し、さらに金銭代理指標等を用いて貨幣換算を行った。貨幣化を

行ったのは、貨幣価値に換算することにより、より価値を可視化し、プロジェクトの有効性・

効率性を証明することを企図したからである。 

 

 

                                                   
1 委託業務の正式名称は、「横浜市ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）モデル組成等

委託」。業務委託の柱は、（１）横浜市内の特定のエリアにおいて、子どもの貧困対策に

資する事業を行う SIB モデルを組成し運用を開始すること、（２）SIB モデルの運用時

に実施する社会的インパクト評価のための評価計画を策定すること。 
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図表１ 本モデル事業のステークホルダー（構成主体） 

ステークホルダー 団体名・役割等 

資金提供者（寄附者） ゴールドマン・サックス 

＊出資ではなく、寄附金として資金提供 

サービス実施団体 社会福祉法人たすけあい ゆい 

＊サービス実施を担当。プログラム運営費用の一部も負担 

調達者（政府）2 横浜市 

＊市は「2016（平成 28）年 10 月～同年 12 月」の SIB モデル組成

の委託者。その後もプロジェクトマネジメント等に協力 

中間支援組織 株式会社公共経営・社会戦略研究所（公社研） 

＊プログラムマネジメント・データマネジメント支援。評価計画の

策定と評価の実施 

 

本評価では、SROI をインパクト評価手法として用い、プロジェクトによって創出された

成果量（変化量）を計測し価値額（総便益）を算出し、費用便益比（B/C）である社会的投

資収益率（SROI）を算出した。また、定量的データだけではなく、定性的データも事業の

価値や文脈、変化のストーリーを理解し評価する上で重要とみなし、できる限り本評価結果

に反映するよう努めた。 

なお、本評価は、第三者評価機関ではなく、本モデル事業に中間支援組織として参画した

公社研によって実施された。本格的な SIB 契約を前提に実施する際は、利害関係のない第

三者評価機関の設置が望ましいが、2018（平成 30）年度事業も実証事業であることから、

第三者評価機関は設置しなかった。しかしながら、実務者会議や運営会議等の場で、評価枠

組み、成果指標、金銭代理指標、データ収集法などを共有し、厳格性や精度を重視して検討

を重ねてきたので、評価の客観性・信頼性は担保できたと考えている。 

 

1.2 本モデル事業組成までの経緯 

2014（平成 26）年 1 月に施行された「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づき、

同年８月には、「子供の貧困に関する大綱」（2014〔平成 26〕年 8 月 29 日）が閣議決定さ

れた。そこでは、「子供の将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、

また、貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と 教育の機会均等を

図る」、「全ての子供たちが夢と希望を持って成長していける社会の実現を目指し、子供の貧

困対策を総合的に推進する」ことなどが謳われている。 

                                                   
2 本事業は本格的 SIB ではないので、横浜市は本事業の「調達」者ではなく、その役割は

モデル事業提案・モデル組成の委託に限定される。しかし、実際には本格的 SIB を想定

して、横浜市は、各主体間の調整、庁内との調整、学校・関係機関等の調整を行い、部

分的に「調達者」的役割を担った。 
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横浜市においても、下記の「横浜市子どもの貧困対策に関する計画」（平成 28 年度～平成

32 年度）（横浜市,2016a）にあるように、子どもの貧困に関する様々な課題が存在すること

が指摘されている。 

 

 保護者が支援を受けることを望まないなど、支援が必要な状態であっても、支援につな

がっていない子ども・若者や家庭が存在すること。 

 保護者の健康状態や長時間の就労で子どもと過ごす時間が確保できないこと等により、

子どもの養育環境が十分に整えられていない場合があること。 

 落ち着いて勉強できる環境が整っていないことや学習の習慣が身についていないことな

どにより、子どもの低学力や学習に遅れが生じている場合があること。 

 社会的に孤立して必要な支援を受けられない結果、一層困難な状況に置かれてしまう場

合があること。 

  

こうした課題に対し、横浜市では、「制度等の利用に関わらず、困難を抱えている子ども・

若者、家庭を、様々な場面で新たに把握し、具体的な支援や見守りにつなげていく」、「子ど

もの学力を保証するため、学校と関係機関が連携して学習支援を充実していく」、「多様な大

人との関りの必要性」等の視点に基づき、「ひとり親家庭の生活・学習支援」「地域等による

きめ細かな学習支援」等（横浜市,2016a）、すでに様々な施策が実施されている。 

さらに、同「横浜市子どもの貧困対策に関する計画」では、今後の支援の仕組みについて、

「個別課題に対応する支援の実施主体が連携し、重層的な支援体制を構築するための基盤

づくりや仕組みづくりを一層進めていく必要」があり、例えば、「食事の提供を含む子ども

の居場所や高校生への地域等による学習支援など、新たな支援策や、団体や民間企業など新

たな支援の担い手との連携などの取組手法」についても検討を進めることが必要との見解

が示された。 

一方、近年、民間資金を活用し、民間事業者を主体として公共的な事業を実施し、予め設

定された成果目標の達成度に応じて行政から投資家等へのリターンの支払を行う SIB とい

う欧米発祥のインパクト投資の仕組みに注目が集まっている。SIB とは「成果連動型のファ

イナンスの要素と官民パートナーシップとを結びつけたもので、複数年に渡る公共サービ

スの資金調達に活用される」（Gustafsson-Wright et al 2015:2）と定義され、実際の SIB プ

ログラムでは、民間投資家から拠出された前払いの民間資本が活用され、そのプログラムが

成功すれば投資の見返りに、政府又は調達機関により予め設定されたアウトカムの達成度

に連動したリターンが投資家に支払われるという仕組みである。 

SIB 等のアウトカムベースの公共調達・ファイナンスモデルにおいて、インパクト評価は

その中核的要素である。また、SIB のストラクチャーは様々ではあるが、典型例としては、

政府、投資家、サービス実施団体、中間支援組織、第三者評価機関が主なステークホルダー

（構成主体）である（塚本・金子編著 2016）。 



 

4 

 

国内でも、現在、国や地方都市において様々な公共的サービス分野を対象に SIB の導入

検討や実証が行われている。しかしながら、現実には、実施主体間の関係づくり、エビデン

ス（証拠）に基づいたアウトカムメトリクスやインパクト評価の構築が不十分なまま実施さ

れているのが、日本の SIB パイロットや SIB の現状である。特に、ここ数年の SIB 関係者

の関心は、がん検診受診率向上など、本来、既存の施策・制度内で工夫すればカバーできる

予防医療分野に特化する傾向にあり、既存の公的支援制度の枠外で深刻な問題を抱える

人々への配慮が希薄化している。 

横浜市においては、こうした国内外の SIB の動向を踏まえつつ、予防医療分野に限定せ

ず、民間投資や民間企業等の資金を活用して、様々な困難を抱える人々に対して予防的介入

を行い、より大きな社会的インパクトをもたらしうるインパクト投資のモデル事業の構築

を目指してきた。市では、2015（平成 27）年度に「横浜市ソーシャル・インパクト・ボン

ド（SIB）の導入可能性・調査研究」を実施し、調査研究報告書では、以下のとおり指摘し

ている（横浜市 2016a: 36-37 頁）。 

 

（１）SIB の導入の条件 

・介入による政策効果が期待でき、計測可能なアウトカムであること 

・アウトカム達成のために合理的な時間軸が設定できること 

・アウトカムが達成できたという証拠が入手可能なこと 

・適切な法的・政治的条件が存在すること 

・便益が財政コスト削減に限定されず、社会的便益として広く地域社会の利益

となること 

（２）期待される事業分野 

・無業者・生活困窮者等の就労支援 

・空家等活用の地域活性化 

・子どもの学習支援・生活習慣改善等 

 

上記調査研究報告書に基づき、横浜市は 2016（平成 28）年 7 月に「横浜市ソーシャル・

インパクト・ボンド（SIB）モデル組成等委託」で公募プロポーザルを実施した。公募分野

は「子どもの貧困対策」で、この課題解決に資する SIB モデル組成・運用開始、評価計画

策定を委託事業の目的とした。 

選考の結果、株式会社公共経営・社会戦略研究所が当該業務委託を受託し、中間支援組織

として株式会社公共経営・社会戦略研究所、サービス提供者として社会福祉法人たすけあい 

ゆい、資金提供者としてゴールドマン・サックスという枠組みでこの組成等委託事業が実施

されることとなった。本組成事業は、その後「横浜市社会的インパクト評価モデル事業」と

いう名称で、組成業務委託期間後も継続され、横浜市、学校等と連携しつつ民間主導で実施

されている。 
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1.3 本モデル事業と既存事業との関連 

本モデル事業では、社会課題解決に民間資本とアウトカムベースの官民連携を組み合わ

せて取り組む SIB の仕組みを参考に、横浜市の特定地域において、子どもの貧困対策に資

する事業を行う仕組みを組成し、試験的運用を行うこととなった。 

横浜市では、これまでも、①養育環境に課題がある子どもの生活習慣（食事・歯磨き・掃

除等）の習得・向上と学習支援を行う「寄り添い型生活支援事業」（こども青少年局青少年

育成課所管）、②生活困窮世帯の子どもの高校進学に向けた学習意欲・学力の向上のための

学習支援と高校進学後の中退防止の取組を行う「寄り添い型学習支援事業」（健康福祉局生

活支援課所管）、③ひとり親世帯の子どもの夕方以降の生活支援（食事提供を含む）を行う

「ひとり親世帯児童の生活・学習支援モデル事業」（こども青少年局こども家庭課所管）、④

家庭での学習が困難または学習習慣が十分身についていない中学生に対する学習支援を学

校において行う「放課後学び場事業」（教育委員会事務局学校支援・地域連携課所管）、⑤子

ども食堂等への助成や担い手確保等の活動支援を行う「地域における子どもの居場所づく

りサポートモデル事業」（こども青少年局企画調整課所管）など、子どもの貧困対策関連の

事業を展開してきた。 

本モデル事業は、居場所、学習支援、食事のサービスを包括的に提供する点で、これらの

既存事業の総合化の試みとして評価できるとともに、公費のみならず民間セクターからの

寄附を原資として、社会的インパクトを測定・評価しながら運用する点で、行政の新たな事

業展開の取組と位置づけられる。 

 

1.4 本モデル事業の事業枠組み 

横浜市では、国内外の SIB の現状を踏まえ、SIB の典型的なストラクチャーを参考に、

図表２のような事業の運営体制が構築された。まず、横浜市と公社研の間で本事業組成委託

契約が結ばれた。公社研は中間支援組織として、本事業モデル組成、評価計画策定、プログ

ラム・マネジメント、パフォーマンス・マネジメント、調整・仲介、モニタリング、インパ

クト評価を主な役割として担った。 

資金提供については、子どもの支援に積極的に取り組んでいたゴールドマン・サックスが

寄附型での資金提供者として参加した。ファイナンシャルスキームである本来の SIB とは

異なり、本モデル事業では成果に応じた資金償還やリターンの支払は組み込まず、ゴールド

マン・サックスは寄附の形態で社会的プログラムへの資金提供の役割を担った。 

プログラムの中核をなすサービス実施については、社会福祉法人たすけあい ゆいがサ

ービス実施団体として、対象となる子どもに対するサービス提供の役割を担った3。たすけ

                                                   
3 社会福祉法人たすけあい ゆいは、たすけあいグループ結として、「高齢化、核家族化が

進む社会状況の中で、誰もが住み慣れた街で、安心して心豊かに人としての暮らしが続

けられるよう、地域の人々がお互いにたすけあい、支え合っていくことができる街づく

り」を目指し、1991（平成 3）年に設立された市民グループから始まった。 
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あい ゆいは、介護、障がい福祉、児童福祉、地域貢献事業等の地域に根付いた総合福祉サ

ービス提供の実績のある団体であることから、当該事業のサービス提供に最も適した団体

である。 

以上のように、将来の SIB 型事業を想定して、サービス実施団体、資金提供者、中間支

援組織が連携し、困難を抱えた子どもに対する、生活支援、居場所づくり、学習支援など、

総合的支援の拠点運営を行うこととなった。 

これらの団体間との連携に加え、地域の小・中学校、地域団体へも連携の働きかけが行わ

れた。また、大学のボランティアセンターや専門学校、社会福祉協議会等に対して、学習支

援者の募集への協力を依頼し、学習支援者に対するガイダンスなども実施した。 

 

図表２ 2018（平成 30）年度 横浜市社会的インパクト評価モデル事業運営体制図 

 

 

1.5 評価対象事業 

本事業は横浜市南区にある地域の交流拠点「コミュニティサロンおさん」を実施場所とし

ている。コミュニティサロンおさん（次頁、写真）は、地域住民が気軽に立ち寄れる居場所

として、2015（平成 27）年 12 月からたすけあい ゆいによって運営されていた4。この地域

                                                   
4 「おさん」はもともと日枝神社周辺の活性化のために、市の補助金等も活用して建設、

約 70 平方メートルの空き店舗を活用して市の地域福祉・交流拠点として 2012（平成

24）年 5 月に開所された経緯があり、一時期、NPO 法人によって運営されていた。し

かし、その NPO 法人側が運営を断念したため、2015（平成 27）年 2 月から活動休止状

態が続いていた。新しい運営法人となったのが、たすけあい ゆいである。 

サービス提供 

公共経営・社会戦略研究所 

 （中間支援組織） 
横浜市 

資金提供 

（寄附） 

小学生 

（サービス受益者） 

ゴールドマン・サックス 

（資金提供者） 

資金、契約、評価 

サービス提供等の 

流れ 

情報共有 

社会福祉法人 

たすけあい ゆい 

（サービス実施団体） 

契約 
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は、黄金町や伊勢佐木町等の繁華街、関内・桜木町にも近く、それらエリアの従業者も多く

居住しているため、夕食時、保護者が不在の家庭が多いと考えられる。また、周辺エリアを

含め、外国籍や外国につながる児童生徒が多いという傾向がある。生活保護世帯の割合（18

区中２位）や、不登校児童生徒の割合が高く、学区内にある共進中学校では定時制高校進学

率も高いなどの課題がある。このことから、地域の交流拠点であったコミュニティサロンお

さんは、モデル事業を展開する対象エリア内の拠点としても極めてふさわしいとみなされ

た。 

                       コミュニティサロンおさん外観 

 

                                     写真出所：公社研の撮影による 

 

また、長期的なゴール（目標）として、学習成績・進学意欲の向上、進学状況の改善等に

関連する短期的なアウトカムを向上させることで、将来安定した雇用機会と所得が獲得で

きるように、子どもたちのキャリア選択の幅を広げることを目指している（事業内容は図表

３）。 

本評価では、横浜市における何らかの困難を抱える世帯の実情や、期待される成果を踏ま

え、成果指標（アウトカム指標、金銭代理指標）や評価手法について、横浜市、たすけあい 

ゆいと公社研の間で意見交換をしながら設定した。これらの成果指標等について、ゴールド

マン・サックスも加わった定例の運営会議で検討し、意見交換を行った。こうしてステーク

ホルダー間で合意された成果指標に基づき、当該サービスの利用前後の状況を比較するこ

とで、学習状況の向上、生活状況の向上、精神面の安定、将来への意欲、自己肯定感の向上

等の変化を計測し検証することとした。 

 

 

 

 

本モデル事業では、コミュニティサロン

おさんにおいて、「おさん・ひなた塾」（コ

ミュニティサロンおさんにおいて実施さ

れる包括的事業の総称）を運営している。

学校生活や家庭生活で困難を抱える子ど

もたちの基礎的な生活習慣確立やソーシ

ャルスキル（社会関係能力）の向上、学力

向上を目的として、生活支援、居場所づく

り、学習支援など、総合的な支援を行って

いる。 
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 図表３ 横浜市社会的インパクト評価モデル事業内容 

 

1.6 評価実施の概要 

評価実施のプロセスは図表４・図表５に示した通りである。本評価での評価対象期間は、

2018（平成 30）年 4 月から 2019（平成 31）年 3 月末までの１年間である。アウトカムの

特定、アウトカム指標、貨幣換算するための金銭代理指標、調査票の設計などは、2017（平

成 29）年度同様、横浜市、たすけあい ゆい及び公社研が協議しながら行った。 

利用登録時に、保護者に事業の趣旨を説明し、承諾を得た上で対象者の行動・意識の変化

の調査や、学力に関するアウトカムを把握するためにアンケートを実施した。さらに承諾を

得た上で、保護者から対象者の成績表と全国学力・学習状況調査テストのデータの収集を行

った。これらの結果に基づき、SROI 分析に基づき成果・インパクトを推計し、総便益を算

出した。  

                                                   
5 利用者の登録が始まったのは、2016（平成 28）年 11 月、利用開始は同年 12 月。 

社会課題と事業目的 事業実施場所 事業実施期間 

学校生活や家庭生活で困難を抱える子どもたちの基礎的な生活習慣確立や社会

関係能力の向上、学力の向上など 

コミュニティサロ

ンおさん （住所：

横浜市南区南吉田

町 2-17） 

2016（平成 28）年

10 月～継続中5 

受益者（介入〔支援〕の対象とするグループ） 

横浜市南区、お三の宮地区周辺（日枝小学校区）の生活困窮世帯の小学生（外国籍の児童・生徒を含む）。また、対象者は、

生活保護を受けている、もしくは、生活保護は受けていないが厳しい生活を送る困窮世帯の子どもであるが、通っている

子どもが困窮世帯と限定されることにより、子どもの参加の妨げとならないよう、他の子どもの参加を阻まない。 

プログラム（支援サービス）の内容 

① 

生

活

支

援 

内 

容 

おさん・ひなた塾で他の生徒たちと栄養のある食事を規則正しく摂ることから、定期的に食事を摂ることの

必要性、人と食卓を囲む楽しさ、栄養バランスの重要性を学び、基本的な生活習慣を身につける。 

方 

法 

社会福祉法人たすけあい ゆいの給食センター「キッチンえくぼ」で作られた食事（夕食）を搬入し、安価

で提供する。 

② 

居

場

所

づ

く

り 

内 

容 

保護者の就業や他の理由で、ひとりで家にいることが多い子どもや、寂しい思いをしている子どもに対し、

仲間や大人と触れ合う機会のある居場所を提供する。 

方

法 

「コミュニティサロン おさん」を活用し、保護者と密接に連絡を取り合うことや、保護者と子どもやおさ

ん・ひなた塾での状況等の把握に努め、また学生ボランティアには、学習支援のみならず、子どもとコミュ

ニケーションをとり、常々声掛けをし、子どもの自己肯定感向上や安心感を与えるような環境づくりを実施 

③ 

学

習

支

援 

内

容 

一定程度のサービス・レベルを保つため、大学生ボランティア等による学習支援を基本とする。ロールモデ

ルとして大学生に触れ合うことにより、将来の選択肢を広げる。また、精神的な面で困難を抱える子どもを

はじめ、おさん・ひなた塾に来所している子ども全般への学習面、精神面において、「たすけあい ゆい」の

児童部の専門職が、専門的な目線からのサポートを行う。 

方

法 

 

【方法】自習の支援を含む少人数による個別支援（子ども２～３人に対し、ボランティア１人程度） 

【実施回数・時間帯】 月・水・金、午後３時～７時 
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図表４ 評価実施の方法・スケジュール 

アンケート実施の目的 アンケート実施方法 

おさん・ひなた塾のサービス利用によるアウトカム（意

識・行動の変化）の実態を、アウトカム指標として設定

された項目を中心に聴取するため 

おさん・ひなた塾の運営スタッフが子どもにヒアリング

をしながらフィードバック・ヒアリングシートに記入。

アンケート実施後、公社研にて集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

アンケート実施 

登録時アンケート 第１回 フィードバック 第２回 フィードバック 

【実施期間】 

2017（平成 29）年 2 月 

～2018（平成 30）年 6 月 

【実施期間】 

2018（平成 30）年 

 10 月 9 日～11 月 3 日 

【対象】 

2018（平成 30）年 9 月中旬までに

登録したアクティブ利用者の子ど

も（21 名） 

【集計分析期間】 

2018（平成 30）年 

11 月上旬～12 月上旬 

【実施期間】 

2019（平成 31）年 

4 月 22 日～5 月 22 日 

 

【対象】 

2019（平成 31）年 3 月上旬までに

登録したアクティブ利用者の子ど

も（18 名） 

【集計分析期間】 

2019（平成 31）年 

4 月下旬～5 月上旬  

2018（平成 30）年度 
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図表５ 学力に関するデータ・収集 

データ収集の目的 方法 

学力に関するアウトカムを分析す

るため 

おさん・ひなた塾の運営スタッフが子どもの保護者の同意の

もと、ヒアリング実施時期とあわせて収集。保護者から提示

されたものを、運営スタッフが調査票に記入 

（ア） 成績表「あゆみ」 

【データ収集時期】                【対象者】 

 

 

 

 

 

【集計分析】2019（平成 31）年 4 月下旬～5 月上旬 

①前期 

 

②学期末 

① 2018（平成 30）年 9月中旬までに 

登録したアクティブ利用者の子ども（21 名） 

② 2019（平成 31）年 3月上旬までに 

登録したアクティブ利用者の子ども（18 名） 

（イ） 横浜市学力・学習状況調査 

【データ収集時期】                【対象者】 

 

 

 
2019（平成 31）年 2 月実施分

（平成 30 年度） 

2019（平成 31）年 3月上旬までに登録したアクティブ利用者

の子ども（18 名） 

【集計分析】2019（平成 31）年 4 月下旬～5 月上旬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018（平成 30）年度 

2018（平成 30）年度 
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1.7 実施体制および実施体制期間 

本評価事業の評価については、下記の体制で実施された（図表６）。 

なお、今回の評価を実施するにあたって、日頃の活動、情報・資料提供、聞き取り調査等

に協力いただいた利用者・保護者の皆様、日枝小学校等、地域の関係機関、ゴールドマン・

サックス、横浜市、そしておさん・ひなた塾を運営する社会福祉法人たすけあい ゆいのス

タッフの皆様に、この場を借りて、深く感謝の意を表したい。 

 

図表６ 評価実施体制 

担当 氏名・所属機関・部署・職 

評価事業統括 塚本 一郎 

(株)公共経営・社会戦略研究所（公社研）代表取締役兼統括研究員 

明治大学 経営学部 教授（公共経営） 

評価実施担当 戸田涼子  研究員 公社研 

評価結果分析・

報告書編集 

西村万里子 特任研究員 公社研 

明治学院大学法学部教授（公共政策） 
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第２章 本評価における調査結果の概要 

 

2.1 評価対象事業の概要  

評価対象となるプログラムは、2018（平成 30）年度に実施された①学習支援、②生活支

援（食事支援）、③居場所づくりである。定期的に実施したアンケートや成績表、学力調査

等によって定量化されたデータをもとに、主要なアウトカムを中心に達成度を分析した。 

 

2.1.1 利用者について 

2018（平成 30）年度の利用者数について、2019（平成 31）年 3 月末時点で、登録者は

27 名（青棒グラフ）、実際に通所しているアクティブ利用者6数 18 名（赤棒グラフ）、さら

に、アクティブ利用者のうち、本事業のターゲット（標的集団）であり、主たる評価対象で

ある、家庭や学校生活に何らかの問題を抱えるとされる利用者数 13 名（緑棒グラフ）とな

っている。 

評価対象者とする目安は、家庭環境や生活環境もしくは子ども自身に「何らかの困難」

（下記）を抱える子どもとしており、子どもが抱える「困難」を、すでに制度化された公的

支援の受給要件に限定しないのが、本事業の特徴でもある。 

おさん・ひなた塾は、通常の学習塾と異なり、居場所機能も果たしている。そのため利用

者の定着傾向も高く、１年を通じて意識や行動の変化を計測することができた。2017（平

成 29）年度と 2018（平成 30）年度の利用者については、アクティブ利用者数、評価対象

者数ともに大きな変動は見られず、継続利用者が多い。口コミや小学校側、公的機関からの

紹介等で新規の利用希望もあるが、希望者より問い合わせがあった際、おさん・ひなた塾の

運営スタッフが、物理的に受け入れが可能か否か7、受け入れを優先すべき評価対象者か等、

総合的に判断し、さらに実務者会議等でも意見を聴取しつつ、受け入れを決定した。こうし

た丁寧な取り組みが、利用者の定着に繋がっていると考えられる。なお、利用時間数の変動

については、冬休み期間やインフルエンザ罹患による休み、などの影響がある（図表７）。 

 

「何らかの困難」を本事業で判断する際の目安 

●ひとり親世帯に所属している。 

●生活保護を受給している。 

●保護者が外国籍である。 

●メンタル面での課題を抱えている。 

●その他、子どもの学習・生活態度等に悪影響を与えうる困難の存在 

 

                                                   
6 「アクティブ利用者」とは、継続的におさん・ひなた塾を利用している子ども 
7 教室スペースの広さ等の学習環境や、講師数と生徒数のバランス等の問題を勘案 
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図表７  おさん・ひなた塾利用状況（2018〔平成 30〕年度） 

 

2.2 アンケート調査の概要 

当該事業のインパクト評価を行うにあたり、必要なアウトカム指標に関するデータの収

集を目的として、直接的な受益者であるおさん・ひなた塾を利用する子どもと保護者に対し

アンケート調査を実施した。質問項目について、本事業により期待される成果等を踏まえ、

本事業利用により、利用者の学力や生活習慣、心理状況に前向きな変化が生じているかを把

握するための質問を設定した。図表 8.1、図表 8.2、図表 8.3 が各アンケート調査の実施概

要である。 

 

図表 8.1 アンケート調査の概要 ～登録時アンケート～ 

登録時アンケート 

〈目的〉 

登録時の時点でとのような心理状況なのか、将来についてどのような希望を持っているのか、学習に対

してはどのように取り組み、どのような生活習慣なのか等、アウトカム指標に関連する情報を収集し、

おさん・ひなた塾を利用してどのような変化が生じたのかを、後に行うアンケートと比較し分析するこ

とを目的とする。 

〈実施時期〉           〈アンケート対象者〉 

登録利用時            おさん・ひなた塾の利用を開始する子ども 

〈実施方法〉 

登録時におさん・ひなた塾の運営スタッフが、「登録時ヒアリングシート」の質問事項を基に保護者同席

のもと、子どもと面談しながらヒアリングシートに記入。記入後、データ分析のため公社研にて集計 

〈主要質問事項〉 

おさん・ひなた塾での利用内容/家族構成／学校や勉強のことについて／食事や健康のことについて/先生

や友達のことについて／家族以外の人たちのことについて／家族のことについて／自己肯定感について

／将来の夢について   
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図表 8.2 2018（平成 30）年度 アンケート調査の概要（１） 

第１回フィードバック・アンケート 

〈目的〉 

おさん・ひなた塾を利用して、子どもたちにどのような短期的な変化が生じたのかを、今後実施されるア

ンケートと比較し分析することを目的とする。 

〈捉えたい変化〉 

学業成績の向上、不登校リスクの改善、将来の希望・選択肢の拡大、日本語能力の向上（外国籍生徒・児

童）、自信の向上、学校・地域との関係性の改善、家族との関係性の改善、食生活の改善、生活リズムの改

善、精神安定の向上 

〈実施時期〉                       〈対象者〉 

2018（平成 30）年 10月～11月 2018（平成 30）年 9 月中旬までに登録したアクティブ利用者（21 名） 

〈実施方法〉 

おさん・ひなた塾の運営スタッフが、「フィードバック・ヒアリングシート」の質問事項を基に直接、子ど

もと面談しながらアンケートに記入した。記入後、データ分析のため公社研にて集計 

〈主要質問事項〉 

おさんについて／学校や勉強のことについて／食事や健康のことについて／家に帰ってからのことについ

て／先生や友達のことについて／家族以外の人たちのことについて／家族のことについて／将来のことに

ついて／自分のことについて／日常会話の理解度について（外国籍生徒・児童向け） 

〈回収数・回収率〉 

2018（平成 30）年 9 月中旬までに登録したアクティブ利用者数：21 名   回収数：20 枚  回収率：95.2% 

 

図表 8.3 2018（平成 30）年度 アンケート調査の概要（２） 

第２回フィードバック・アンケート 

〈目的〉 

おさん・ひなた塾を通して、子どもたちにどのような短期的な変化が生じたのかを、第３回アンケートと

比較し、分析することを目的とする。 

〈捉えたい変化〉 

第１回アンケートと同じ。 

〈実施時期〉               〈対象者〉 

2019（平成 31）年 4 月           継続的におさん・ひなた塾を利用する子ども（18 名） 

〈実施方法〉 

おさん・ひなた塾の運営スタッフが、公社研が作成した「フィードバック・ヒアリングシート」の質問事

項を基に直接子どもと面談しながらアンケートに記入した。記入後、データ分析のため公社研にて集計 

〈主要質問事項〉 

第３回アンケートと同様。 

〈回収数・回収率〉 

2019（平成 31）年 3 月上旬までに登録したアクティブ利用者数：18 名  回収数：18 枚 回収率：100.0% 

 

2.2.1 アンケート結果の概要（利用児童） 

ここでは、第１回フィードバック・アンケート、第２回フィードバック・アンケート結果

を比較しつつサービス利用を通じて生じた子どもの学力、生活習慣、そして精神面等におけ

る変化について、主要アウトカムを中心にみていく。 

 

（１） 授業理解度・学習意欲・学習習慣の向上 

【授業の理解度】（図表 9.1） 

アクティブ利用者における授業の理解度は、第１回と第２回アンケートの結果を比較す

ると、肯定的回答の割合（「とてもできている」「できている」の総和）はいずれも高く、第
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１回は 85.0%、第２回は 83.3%であった。第１回と第２回の間で大きな変化はみられない。

一方で、「とてもできている」という回答割合が第２回では 33.3%となり、第１回の 10.0%

と比べ 20 ポイント以上上昇している。2017（平成 29）年度の第２回アンケートの肯定的

回答割合（「非常に理解できる」「かなり理解できる」「どちらかというと理解できる」）は、

80.0%であったので、2018（平成 30）年度も、2017（平成 29）年度の改善水準を維持でき

た。 

評価対象者の結果では、第１回と第２回アンケートの結果を比較すると、肯定的回答の割

合（「とてもできている」「できている」の総和）はいずれも高く、第１回は 76.9%、第２回

は 72.7%であった。アクティブ利用者同様、大きな変化はみられない。一方で、「とてもで

きている」という回答割合が第１回ではゼロ（0.0%）であったのが、第２回では 9.1%に上

昇している。2017（平成 29）年度第２回の肯定的回答割合は 74.9%であったので、アクテ

ィブ利用者同様、前年度の水準を維持できているといえる。 

おさん・ひなた塾が本格的に稼働し始めたのは、2017（平成 29）年 9 月以降であるが、

その間、学習支援人材（ボランティア等）を確保しつつ、2018（平成 30）年 3 月には、日

枝小学校教員から教材の選定や子どもに対する指導方法について助言を得ることができた。

さらに、2018（平成 30）年度は、児童家庭支援センターむつみの木の臨床心理士を中心に、

子ども一人ひとりの状況は隠しながら包括的支援を実施してきた。こうした支援力の向上

が、学習理解度が高水準を維持していることに繋がったと考えられる。 

 

図表 9.1 授業理解度におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
 

アクティブ利用者 

 
とてもできている できている どちらかというとできていない できていない 

第１回アンケート 10.0% 75.0% 10.0% 5.0% 

第２回アンケート 33.3% 50.0% 16.7% 0.0% 
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評価対象者 

 
とてもできている できている どちらかというとできていない できていない 

第１回アンケート 0.0% 76.9% 15.4% 7.7% 

第２回アンケート 9.1% 63.6% 27.3% 0.0% 



 

16 

 

【学習意欲の向上：授業や宿題への取り組み】（図表 9.2） 

「授業や宿題に前向きに取り組みたいと思うか」という問いに対して、アクティブ利用者

の肯定的回答割合（「とても思うようになった」「思うようになった」の総和）については、

第１回アンケートでは 35.0%、第２回アンケートでは 33.3%であった。ちなみに、2017 年

度は、この同じアウトカムについて、第１回、第２回アンケートともに、肯定的回答が 70%

を超えていた（第１回：72.2% 第２回：75.0%）。 

評価対象者についても同様の傾向がみられる。2018（平成 30）年度の第１回アンケート

では 30.8%、第２回アンケートでは 27.3%であった（2017〔平成 29〕年度の肯定的回答割

合は、第１回が 66.6%、第２回が 66.7%）。前年度と比較すると、肯定的回答割合がいずれ

の回も低くなっている。 

以上の結果から、2017（平成 29）年度と比較すると、効果が低減しているようにもみえ

る。これは、利用者の学年が上がり、学習内容の難易度が増したことや、子ども自身の自己

分析が厳しくなったこともその背景にあると考えられる。また、「変わらない」とする回答

が多いことは、効果が上がっていないと否定的に解釈することもできるが、一方で、現状を

維持できている、あるいは、まだ取り組みへの意欲が足りないという厳しい自己分析を行っ

ているとみることができる。以下、記述するアウトカムについても、同様の背景があること

に留意される必要がある。 

 

図表 9.2 学習意欲の向上におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
 

アクティブ利用者 

 
とても思うようになった 思うようになった 変わらない 思うようになっていない 

第１回アンケート 5.0% 30.0% 60.0% 5.0% 

第２回アンケート 11.1% 22.2% 66.7% 0.0% 
 

評価対象者 

 
とても思うようになった 思うようになった 変わらない 思うようになっていない 

第１回アンケート 7.7% 23.1% 61.5% 7.7% 

第２回アンケート 9.1% 18.2% 72.7% 0.0% 
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【授業への集中度】（図表 9.3） 

「学校の授業に集中して受けられるようになったか」という問いに対して、アクティブ利

用者の肯定的回答割合（「とても受けられるようになった」「受けられるようになった」の総

和）については、第１回アンケートでは 45.0%、第２回アンケートでは 44.5%であった。い

ずれの回も「変わらない」とする回答割合が若干多い結果となっている。ちなみに、2017

年度は、この同じアウトカムについて、第１回、第２回アンケートともに、肯定的回答がい

ずれも約 65%であった（第１回：66.7% 第２回：65.0%）。 

評価対象者についても同様の傾向がみられる。2018（平成 30）年度の第１回アンケート

では 38.5%、第２回アンケートでは 54.6%で、2017 年度の数値からはいずれも低下してい

る（2017〔平成 29〕年度の肯定的回答割合は、第１回が 58.3%、第２回が 66.7%）。しかし

ながら、評価対象者については、2018（平成 30）年度の第２回の結果が第１回と比較して、

16 ポイントほど上昇しているので、授業への集中度が改善傾向にあると考えられる。 

 

図表 9.3 授業への集中度におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
 

アクティブ利用者 

とても受けられる

ようになった 

受けられるよう

になった 
変わらない 受けられなくなった 

第１回アンケート 5.0% 40.0% 55.0% 0.0% 

第２回アンケート 5.6% 38.9% 55.6% 0.0% 
 

評価対象者 

とても受けられる

ようになった 

受けられるよう

になった 
変わらない 受けられなくなった 

第１回アンケート 0.0% 38.5% 61.5% 0.0% 

第２回アンケート 9.1% 45.5% 45.5% 0.0% 

 

【宿題習慣】（図表 9.4） 

「毎日、宿題をするようになったか」という宿題習慣の定着を問う設問に対して、アクテ

ィブ利用者の肯定的回答割合（「とてもするようになった」「するようになった」の総和）に

ついては、第１回アンケートでは 10.0%、第２回アンケートでは 11.1%で、やや低い数値で
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あった。いずれの回も「変わらない」とする回答割合が 85%を超えている。ちなみに、2017

（平成 29）年度は、この同じアウトカムについて、第１回、第２回アンケートともに、肯

定的回答割合がいずれも約 75%を超えていた（第１回：77.8% 第２回：75.0%）。したがっ

て、2018（平成 30）年度の「変わらない」という回答は、2017（平成 29）年度ですでに宿

題の習慣が定着傾向にあることをみれば、宿題習慣という現状が維持できていると解釈す

ることもできる。 

評価対象者についても同様の傾向がみられる。2018（平成 30）年度の第１回アンケート

では肯定的回答割合が 0.0%、第２回アンケートでは 18.2%で、2017（平成 29）年度の数値

からはいずれも大きく低下している。「変わらない」とする回答は、92.5%  81.8%である。

しかしながら、2017（平成 29）年度の肯定的回答割合は、第１回が 66.7%、第２回が 75.0%

と、すでに高水準を達成していることからすれば、評価対象者についても、宿題習慣という

現状が維持できていると解釈することもできよう。「宿題をしていない」という回答は、第

２回アンケートにおいては、アクティブ利用者、評価対象者ともに「ゼロ」になっているこ

とからも、宿題に取り組むという学習習慣は確実に定着傾向にあるといえる。 

 

図表 9.4 宿題習慣におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 

アクティブ利用者 

とてもするように 

なった 
するようになった 変わらない していない 

第１回アンケート 5.0% 5.0% 85.0% 5.0% 

第２回アンケート 0.0% 11.1% 88.9% 0.0% 
 

評価対象者 

とてもするように 

なった 
するようになった 変わらない していない 

第１回アンケート 0.0% 0.0% 92.3% 7.7% 

第２回アンケート 0.0% 18.2% 81.8% 0.0% 

 

【学習時間の増加】（図表 9.5） 

 「勉強時間は増えたか」という問いに対して、アクティブ利用者の肯定的回答割合（「と

ても増えた」「増えた」の総和）については、第１回アンケートでは 40.0%、第２回アンケ
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ートでは 61.1%と、20 ポイント以上改善している。「変わらない」とする回答割合も、第１

回は 60.0%だが、第２回では 33.3%にまで減少していることからしても、向上傾向にある

といえる。2017（平成 29）年度と比較すると、2017（平成 29）年度の第１回アンケートの

結果は 100%、第２回アンケートでは 78.2%であった。 

評価対象者については、2018（平成 30）年度の第１回アンケートでは肯定的回答割合が

38.5%、第２回アンケートでは 72.7%で、第２回の結果が第１回より 34.2 ポイントも上回

っている。2017（平成 29）年度の数値からすれば低下しているが（2017〔平成 29〕年度第

１回：100% 同年第２回：72.7%）、通塾を開始した初年度時点では学習習慣が乏しかった

と推定されることからすれば、2017（平成 29）年度の数値が高くなるのはごく自然な結果

である。その上で、2018 年度も前半と後半と比較して、大きく改善していることからすれ

ば、勉強時間の増加という点でも学習習慣の定着傾向が裏付けられたといえる。 

  

  図表 9.5 学習時間におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 

アクティブ利用者 とても増えた 増えた 変わらない 減った 

第１回アンケート 0.0% 40.0% 60.0% 0.0% 

第２回アンケート 11.1% 50.0% 33.3% 5.6% 
 

評価対象者 とても増えた 増えた 変わらない 減った 

第１回アンケート 0.0% 38.5% 61.5% 0.0% 

第２回アンケート 9.1% 63.6% 18.2% 9.1% 

 

 

（２） 将来の希望の拡大 

【将来の希望の拡大】（図表 10） 

「自分の将来に夢や希望は持てるか」という問いに対して、前向きに変化したとするアク

ティブ利用者の回答割合（「かなり持てるようになった」「持てるようになった」の総和）に

ついては、第１回アンケートでは 26.4%、第２回アンケートでは 38.9%と、10 ポイント以

上改善している。ただし、将来への夢や希望を「以前から持っていた」という回答割合が、
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第１回で 73.6%, 第２回で 50.0%と、相当割合存在する。このことからすれば、前者の前向

きな変化の回答割合に、以前から希望もっていたという回答割合も含めると、2018（平成

30）年度第２回では、肯定的回答割合が、88.9%と、90%近くに上ることになる。一方で、

11.1%（2018〔平成 30〕年度第２回）が、夢や希望を持てなくなったと回答している点に

も、注意を払う必要がある。なお、第２回目の肯定的回答割合は、2017（平成 29）年度よ

り、やや改善されているといえる（2017〔平成 29〕年度第１回の肯定的回答割合は 77.7%、

第２回は 80.0%）。 

評価対象者については、2018（平成 30）年度の第１回アンケートでは前向きに変化した

とする回答割合が 33.3%、第２回アンケートでは 36.4%で、第１回と第２回では大きな差

がみられない。しかし、アクティブ利用者同様、将来への夢や希望を「以前から持っていた」

という回答割合が、第１回で 66.6%, 第２回で 54.5%と、相当割合存在する。この以前から

夢をもっていたという割合も含めると、2018（平成 30）年度第２回の肯定的回答割合は

90.9%に上ることになる。2017（平成 29）年度の第２回の肯定的回答割合が 58.3%にとど

まっていたことからすれば、前向きな変化が生じているといえる（2017〔平成 29〕年度第

１回：75.0% 同年第２回：58.3%）。 

 

図表 10 将来の希望の拡大におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 

アクティブ利用者 

 
かなり持てるようになった 持てるようになった 以前からもっていた 持てなくなった 

第１回アンケート 5.3% 21.1% 73.6% 0.0% 

第２回アンケート 11.1% 27.8% 50.0% 11.1% 
 

評価対象者 

 
かなり持てるようになった 持てるようになった 以前からもっていた 持てなくなった 

第１回アンケート 8.3% 25.0% 66.6% 0.0% 

第２回アンケート 9.1% 27.3% 54.5% 9.1% 
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（３） 自信の向上 

【自己肯定感の向上】（図表 11） 

 「今の自分に自信が持てるか」という問いに対して、前向きに変化したとするアクティブ

利用者の回答割合（「かなり持てるようになった」「持てるようになった」の総和）について

は、第１回アンケートでは 36.8%、第２回アンケートでは 27.8%であった。「以前から持っ

ていた」とする回答割合は、第１回は 47.4%だが、第２回では 16.7%であった。前者の前向

きな変化の回答割合に「以前から持っていた」の回答割合を含めた肯定的回答割合は、第１

回では、84.2%、第２回では 44.5%である。「変わらない」という回答も相当割合あり（第

１回：15.8% 第２回：55.6%）、自己肯定感が大きく改善されているとはいいがたい状況と

いえる。ちなみに、2017（平成 29）年度のアンケートでは、肯定的回答割合が、第１回で

は 66.6%、第２回では 55.0%であった。 

評価対象者については、第１回アンケートでは、前向きに変化したとする回答割合が

38.5%、第２回アンケートでは 45.5%で、改善傾向にある。「以前から持っていた」とする

回答割合は、第１回は 46.2%、第２回は 9.1%であった。前者の前向きな変化の回答割合に

「以前から持っていた」の回答割合を含めた肯定的回答割合は、第１回では 84.7%、第２回

では 54.6%と、低下傾向にある。ちなみに、2017（平成 29）年度アンケート結果でも、第

２回の結果が第１回より低下する傾向がみられた（第１回：66.7%  第２回：41.7%）。 

2018（平成 30）年度の本設問の回答結果で、「変わらない」という回答も相当割合存在す

るので（第１回：15.8% 第２回：55.6%）、それをどのように評価するのかは難しいところ

ではある。しかしながら、肯定的回答割合が低下傾向には、十分、注意を払う必要があろう。

高学年になるほど、進学などの将来を現実のものと認識するようになり、自己評価が厳しく

なることも、その背景として考えられる。たすけあい ゆいのスタッフによれば、成長して

いく過程で、自分自身のことや、社会的な立場などを意識するようになり、一時的に自信を

失う時期（10 歳の壁）に差し掛かっているなどが理由として考えられるとのことであった。 
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図表 11 自信の向上におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 

アクティブ利用者 

 

かなり持てるよう

になった 

持てるように

なった 

以前から持って

いた 
変わらない 持てなくなった 

第１回アンケート 0.0% 36.8% 47.4% 15.8% 0.0% 

第２回アンケート 5.6% 22.2% 16.7% 55.6% 0.0% 
 

評価対象者 

 

かなり持てるよう

になった 

持てるように

なった 

以前から持って

いた 
変わらない 持てなくなった 

第１回アンケート 0.0% 38.5% 46.2% 15.4% 0.0% 

第２回アンケート 9.1% 36.4% 9.1% 45.5% 0.0% 

 

 

（４） 関係性の改善 

【学校生活における教師との関係の改善】（図表 12.1） 

「学校の先生に困ったことを話したり、相談したりしているか」という問いに対して、前

向きに変化したとするアクティブ利用者の回答割合（「かなり増えた」「増えた」の総和）に

ついては、第１回アンケートでは 16.7%、第２回アンケートでは 22.2%であった（「かなり

相談するようになった」はいずれもゼロ）。「以前から相談していた」とする回答割合は、第

１回も第２回も 11.1%であった。一方で、「変わらない」とする回答割合がかなり多く、第

１回が 66.7%、第２回が 50.0%であった。肯定的回答割合（「相談するようになった」と「以

前から相談していた」の総和）をみると、第１回は 27.8%、第２回は 33.3%であるので、若

干改善傾向にはあるといえる。 

評価対象者については、第１回アンケートでは、前向きに変化したとする回答割合が 8.3%、

第２回アンケートでは 18.2%であった。第１回と第２回と比較すると改善傾向にあるとい

える。「以前から相談していた」とする回答割合については、第１回は 16.7%、第２回は 

18.2%であった一方、「変わらない」とする回答割合も、第１回では 75.0%、第２回では 45.5%

でかなり多い。肯定的回答割合（「相談するようになった」「以前から相談していた」の総和）

をみると、第１回では 25.0% 、第２回では 36.4%であった。第１回と第２回を比較すると

若干改善傾向にあるといえる。 
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ちなみに、2017（平成 29）年度については、第２回の肯定的回答割合（「非常にしている」

「かなりしている」「どちらかといえばしている」の総和）は、アクティブ利用者で 60.0%、

評価対象者で 50.0%であった。2017（平成 29）年度の結果と比較すると、2018（平成 30）

年度の肯定的回答割合はやや低いが、2017（平成 29）年度からの現状維持（「変わらない」）

の割合も多いことからすれば、一概に改善傾向が弱まったとはいえない。 

 

図表 12.1 学校生活における教師との関係についての 

アクティブ利用者・評価対象者の結果 

 

アクティブ利用者 

 

かなり相談するよう

になった 

相談するよう

になった 

以前から相談 

していた 
変わらない 

相談することが

減った 

第１回アンケート 0.0% 16.7% 11.1% 66.7% 5.5% 

第２回アンケート 0.0% 22.2% 11.1% 50.0% 16.6% 
 

評価対象者 

 

かなり相談するよう

になった 

相談するよう

になった 

以前から相談 

していた 
変わらない 

相談することが

減った 

第１回アンケート 0.0% 8.3% 16.7% 75.0% 0.0% 

第２回アンケート 0.0% 18.2% 18.2% 45.5% 18.1% 

 

【学校生活等における友人との関係の改善】（図表 12.2） 

「困ったことについて話せる友人は増えたか」という問いに対して、前向きに変化したと

するアクティブ利用者の回答割合（「かなり増えた」「増えた」の総和）については、第１回

アンケートでは 26.3%、第２回アンケートでは 22.2%であった（「かなり増えた」はいずれ

もゼロ）。一方で、「変わらない」とする回答割合がかなり多く、第１回が 63.2%、第２回が

72.2%であった。 

評価対象者については、第１回アンケートでは、前向きに変化したとする回答割合が

25.0%、第２回アンケートでは 9.1%であった。「変わらない」とする回答は、第１回は 66.7%、

第２回は 81.8%であった。全利用者と比較すると、学校の友人との関係性では、相対的にみ

ると若干難しさを抱えているようである。 

ちなみに、2017（平成 29）年度は、友人との関係性の改善について、「学校の友達との仲
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はよいか」というやや抽象的な質問内容になっていたので、アクティブ利用者と評価対象も、

第１回と第２回ともに、90%前後が肯定的に回答していた。したがって、2017（平成 29）

年度と 2018（平成 30）年度との結果の比較は困難である。ただ、2017（平成 29）年度の結

果からすると、比較的良好な関係性を維持しているようなので、「変わらない」という回答の

多さは、2018 年（平成 30）度も友人関係は比較的良好であるという評価も可能であろう。 

 

図表 12.2 友人との関係についてのアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
アクティブ利用者 

 

かなり増えた 増えた 変わらない 減った 

第１回アンケート 0.0% 26.3% 63.2% 10.5% 

第２回アンケート 0.0% 22.2% 72.2% 5.6% 
 

評価対象者 

 
かなり増えた 増えた 変わらない 減った 

第１回アンケート 0.0% 25.0% 66.7% 8.3% 

第２回アンケート 0.0% 9.1% 81.8% 9.1% 

 

【家族関係の改善】（図表 12.3） 

「学校のことや将来のことなど、家族に話すことは増えたか」という問いに対して、前向

きに変化したとするアクティブ利用者の回答割合（「かなり増えた」「増えた」の総和）につ

いては、第１回アンケートでは 20.0%、第２回アンケートでは 33.3%であった（「かなり増

えた」はいずれもゼロ）。一方で、「変わらない」とする回答割合は、第１回が 80.0%、第２

回が 55.6%であった。「減った」とする回答は、第２回は 11.0%であった（第１回はゼロ）。

2017（平成 29）年度アンケートでは、2018（平成 30）年度のように利用前と利用後の比較

（「before-after」比較）というより、「家族と会話をしているか」という現状をたずねる質

問内容になっていたこともあり、第１回は肯定的回答が 94.4%、第２回が 95%であった。 

評価対象者については、第１回アンケートでは、前向きに変化したとする回答割合が

23.1%、第２回アンケートでは 27.3%であった。「変わらない」とする回答は、第１回は 76.9%、

第２回は 54.5%であった。「減った」とする回答は 18.2%で、アクティブ利用者より、やや
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多い。2017（平成 29）年度は、「家族と会話をしているか」という質問に対して、第１回も

第２回も 91.7%であった。アクティブ利用者とほぼ同様の結果である。 

アクティブ利用者と評価対象者との 2018（平成 30）年度結果の比較でいえば、家族との

関係性では大きな差があるというほどではないが、評価対象者の方が家族と話すことが減

った割合がやや多い。評価対象者の方が家族関係で困難を抱えている子どもがやや多いと

いうことが推察される。 

 

図表 12.3 家族関係の改善におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
 

アクティブ利用者 

 
かなり増えた 増えた 変わらない 減った 

第 1 回アンケート 5.0% 15.0% 80.0% 0.0% 

第 2 回アンケート 0.0% 33.3% 55.6% 11.1% 
 

評価対象者 

 
かなり増えた 増えた 変わらない 減った 

第 1 回アンケート 7.7% 15.4% 76.9% 0.0% 

第 2 回アンケート 0.0% 27.3% 54.5% 18.2% 

 

 

（５）生活と健康に関する意識・行動の改善 

【健康と食事に関する意識の改善】（図表 13.1） 

「きちんと食事をとる大切さがわかるか」という問いに対して、アクティブ利用者の肯定

的回答割合（「とてもわかるようになった」「わかるようになった」の総和）については、第

１回アンケートでは 5.0%、第２回アンケートでは 11.1%であった（「とてもわかるようにな

った」はいずれもゼロ）。「変わらない」とする回答割合は、第１回が 65.0%、第２回が 61.1%

であった。一方で、「以前からわかっていた」する回答も多く、第１回アンケートでは、30.0%、 

第２回アンケートでは 27.8%であった。前年度アンケートで肯定的回答割合が、第２回アン

ケートで 90.0%であったことからすれば、2018（平成 30）年度の「変わらない」という回

答者の大部分は、食事の大切さを認識できていると推定できる。 
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評価対象者については、第１回アンケートでは、肯定的回答割合が 7.7%、第２回アンケ

ートでは 18.2%であった。「変わらない」とする回答は、第１回は 53.8%、第２回は 63.6%

であった。「以前からわかっていた」する回答も多く、第１回アンケートでは 38.5%、第２

回アンケートでは 18.2%であった。前年度アンケートで肯定的回答割合が、第２回アンケー

トで 83.4%であったことからすれば、アクティブ利用者同様、2018（平成 30）年度の「変

わらない」という回答者の大部分は、食事の大切さを認識できていると推定できる。 

アクティブ利用者と評価対象者との結果比較でいえば、特に大きな差異は見いだせない。

評価対象者もはじめ、利用児童の間で食事習慣は定着傾向にあるといえる。 

 

図表 13.1 健康と食事に関する意識の改善におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
アクティブ利用者 

 

とてもわかるよう

になった 
わかるようになった 変わらない 以前からわかっていた 

第１回アンケート 0.0% 5.0% 65.0% 30.0% 

第２回アンケート 0.0% 11.1% 61.1% 27.8% 
 

評価対象者 

 

とてもわかるよう

になった 
わかるようになった 変わらない 以前からわかっていた 

第１回アンケート 0.0% 7.7% 53.8% 38.5% 

第２回アンケート 0.0% 18.2% 63.6% 18.2% 

 

【就寝時間の改善】（図表 13.2） 

「夜 10 時頃までに寝ているか」という問いに対して、前向きに変化したとするアクティ

ブ利用者の回答割合（「寝るようになった」「どちらかいえば寝るようになった」の総和）に

ついては、第１回アンケートは 5.0%、第２回アンケートはゼロであった。「以前から寝てい

た」とする回答割合については、第１回が 30.0%、第２回が 16.7%であった。したがって、

肯定的回答割合（「寝るようになった」「どちらかいえば寝るようになった」「以前から寝て

いた」の総和）は、第１回で 35.0%、第２回で 16.7%ということになる。一方で、「10 時よ

り遅く寝るようになった」とする回答も多く、第１回では 10.0%、第２回では 50.0%で、

就寝習慣の悪化傾向がみられる。ちなみに、2017（平成 29）年度の第２回アンケートの否
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定的回答割合（夜 10 時までに寝ていない児童の割合）は、15.0%であった。 

評価対象者については、前向きに変化したとする回答割合は、第１回アンケートでは、

30.8%、第２回アンケートでは 9.1%であった。「以前から寝ていた」とする回答割合につい

ては、第１回アンケートでは 23.1%、第２回アンケートでは 9.1%であった。これらの肯定

的回答割合（「寝るようになった」「どちらかいえば寝るようになった」「以前から寝ていた」

の総和）は、第１回で 30.8%、第２回で 9.1%であった。一方、アクティブ利用者同様、「10

時より遅く寝るようになった」とする回答も多く、第１回では 15.3%、第２回では 72.7%

で、就寝習慣が悪化している。ちなみに、2017（平成 29）年度の第２回アンケートの否定

的回答割合（夜 10 時までに寝ていない児童の割合）は 8.3%であった。 

 

図表 13.2 就寝時間の改善におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
アクティブ利用者 

 

寝るように

なった 

どちらかといえば寝

るようになった 

以前から 10 時前

には寝ていた 
変わらない 

10 時より遅く寝

るようになった 

第 1 回アンケート 0.0% 5.0% 30.0% 55.0% 10.0% 

第 2 回アンケート 0.0% 0.0% 16.7% 33.3% 50.0% 
 

評価対象者 

 

寝るように

なった 

どちらかといえば寝

るようになった 

以前から 10 時前

には寝ていた 
変わらない 

10 時より遅く寝

るようになった 

第 1 回アンケート 0.0% 7.7% 23.1% 53.8% 15.3% 

第 2 回アンケート 0.0% 0.0% 9.1% 18.2% 72.7% 

 

2018（平成 30）年度結果をみると、午後 10 時以降に就寝する児童の割合が、アクティ

ブ利用者と評価対象者ともに、増加傾向にあることは、憂慮すべき事実である。特に、評価

対象者の就寝習慣（70%以上が午後 10 時以降に就寝）の改善が求められる。 
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【始業時間までの登校改善】（図表 13.3） 

「授業開始前までに登校できているか」という問いに対して、アクティブ利用者の肯定的

回答割合（「とてもできている」「できている」の総和）については、第１回アンケートは

90.0%、第２回アンケートは 88.9%であった。否定的回答（「どちらかといえばできていな

い」「できていない」）の割合は、第１回では 10%、第２回では 11.2%であった。2017（平

成 29）年度の第２回アンケートでの否定的回答は 15.0%であった。2018（平成 30）年度の

状況は、2017（平成 29）年度より改善傾向にあるといえるが、始業時間まで登校できてい

ない児童が１割強いるのは課題である。 

評価対象者については、肯定的回答割合は、第１回アンケートでは 84.6%、第２回アンケ

ートでは 81.8%であった。否定的回答割合は、第１回では 15.4%、第２回では 18.2%であっ

た。2017（平成 29）年度の第２回アンケートでの否定的回答割合は 16.6%であった。2018

（平成 30）年度の状況は前年度と比較しても改善されておらず、２割近い児童が遅刻傾向に

あるのは課題である。 

 

図表 13.3 始業時間までの登校改善におけるアクティブ利用者・評価対象者の結果 

 
アクティブ利用者 

 
とてもできている できている どちらかというとできていない できていない 

第 1 回アンケート 90.0% 0.0% 5.0% 5.0% 

第 2 回アンケート 72.2% 16.7% 5.6% 5.6% 
 

評価対象者 

 
とてもできている できている どちらかというとできていない できていない 

第 1 回アンケート 84.6% 0.0% 7.7% 7.7% 

第 2 回アンケート 72.7% 9.1% 9.1% 9.1% 
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（６）日常会話の理解度について（外国籍生徒・児童向け） 

【授業や友達との会話の理解度】（図表 14） 

第１回、第２回アンケートにおいて、外国籍の利用者に対し、日常会話の理解度の変化を

とらえるため、「おさんに通う前とくらべて、授業や、友達の話していることは、わかるよ

うになりましたか」という質問をした8。アクティブ利用者のうち、外国籍の子どもは５名、

そのうち、評価対象となる子どもは５名である。１名は、利用期間が他の６名と比べて短い

ことから、評価対象者から外し、計５名の分析を行った。 

「授業や友達との会話は理解できるかに登校できているか」という問いに対して、肯定的

回答割合（「よくわかるようになった」「だいたいわかるようになった」）は、第１回アンケ

ートでは 16.7%、第２回アンケートでは 20.0%であった。若干、改善傾向にあるといえる。

否定的回答割合は、第１回では 15.4%、第２回では 18.2%であった。否定的回答割合(「わ

からなくなった」)は第１回、第２回ともにゼロである。一方、「変わらない」がかなり多く、

第１回では 83.3%、第２回では 80.0%であった。2017（平成 29）年度第２回アンケートの肯

定的回答結果は 100%であったので、2018（平成 30）年度の「変わらない」という回答は現

状維持ということもできる。 

 

図表 14 日常会話の理解度における対象者の結果 

 
評価対象 

外国籍児童 

よくわかるように

なった 

だいたいわかるよう

になった 
変わらない わからなくなった 

第１回アンケート 0.0% 16.7% 83.3% 0.0% 

第２回アンケート 20.0% 0.0% 80.0% 0.0% 

 

 

 

  

                                                   
8 外国籍の児童は全員が評価対象者なので、アクティブ利用者と評価対象者という区別は

していない。 
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2.2.2 アンケート結果の概要（保護者） 

2017（平成 29）年度のアンケートは、利用児童のみを対象に実施したが、2018（平成 30）

年度には、利用児童の保護者（19 名）に対しても、アンケートを実施した9。当然ながら、

保護者もおさん・ひなた塾という社会的プログラムの受益者であるからである。 

以下、本 SROI 推計で用いる保護者アンケートの結果について、推計対象とするアウトカ

ム（「精神的不安の減少」「育児負担の軽減」）を中心に紹介する。なお、図表 15.1・図表 15.2

で示すデータは、SROI 推計の対象となる評価対象者 12 名（何等かの困難をかかえる利用

児童）の保護者のみの結果である。 

 

図表 15.1 精神的不安の減少（評価対象者保護者の結果） 

評価対象者 
かなりそうである 

どちらかといえば 

そうである 
変わらない むしろ不安感が増した 

第 1 回ヒアリング 83.3% 16.7% 0.0% 0.0% 

 

図表 15.2 育児負担の軽減（評価対象者保護者の結果） 

評価対象者 
かなり軽減された 

どちらかといえば 

軽減された 
変わらない むしろ増えた 

第 1 回ヒアリング 25.0% 33.3% 33.3% 8.3% 

 

図表 15.1 の肯定的回答割合（「かなりそうである」「どちらかというとそうである」）をみ

ると、精神的不安の減少について、評価対象者の保護者 12 名の回答者全員（100%）が減少

したと回答している。また、図表 15.2 の肯定的回答割合（「かなり軽減された」「どちらと

いうと軽減された」）をみると、回答者（12 名）の 58.3%が、育児負担が軽減されたと回答

している。おさん・ひなた塾の利用が、保護者にも精神的不安や育児負担の軽減という効果

をもたらしていることがわかる。 

 

2.3 アンケート結果の総括 

アンケート結果を分析する際、留意すべきは、評価対象者のサンプル数 13 人というサン

プルサイズの小ささである。数値で全体的傾向を把握しつつも、１人でもネガティブな回答

があれば、その状態を改善していく視点が必要である。 

評価対象者のアウトカムについていえば、第２回アンケートの結果をみても、おおむね改

善傾向にある。例えば、授業理解度についていえば、肯定的回答の割合はいずれも高く、第

                                                   
9 2017（平成 29）年度の保護者に関するアウトカムについては、当該年度に保護者向けア

ンケートを実施しなかったため、2018 年度実施のアンケート結果をアウトカムの計測

に利用した。2018（平成 30）年度のアンケート対象者の保護者・児童は、前年度から

変動がないこと、保護者はおさん・ひなた塾利用開始から調査時点までを振り返って、

子どもや保護者自身の意識・行動の変化について回答していることを踏まえると、2018

（平成 30）年度実施のアンケート結果のデータを、2017（平成 29）年度のアウトカム

推計に用いても問題ないとみなしたからである。 
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１回は 76.9%、第２回は 72.7%であった。学習時間の増加についても、評価対象者について

は、2018（平成 30）年度の第１回アンケートでは肯定的回答割合が 38.5%、第２回アンケ

ートでは 72.7%で、第２回の結果が第１回より 34.2 ポイントも上回っている。勉強時間の

増加という点でも学習習慣の定着傾向が裏付けられたといえる。将来の希望の拡大につい

ても、2018（平成 30）年度第２回の肯定的回答割合は 90.9%に上る。2017（平成 29）年度

の第２回の肯定的回答割合が 58.3%にとどまっていたことからすれば、前向きな変化が生

じているといえる。食事習慣についても定着傾向にあるし、友人関係ついても、比較的良好

な関係を維持している。 

一方、アウトカムによっては、数値上、改善したとはいえない、あるいは明確に改善した

とは判断しにくい場合も見受けられる。例えば、学習意欲の向上については、「変わらない」

とする回答がかなり多く、肯定的回答は 30%前後にとどまっている。しかし、前年度の肯

定的回答が 66%程度であったことからすれば、前年度の意欲の高さを維持している児童も

相当数いると考えられ、解釈は難しい。また、学年が上がるに連れ教科の難易度が増すこと

で、児童たちの自己評価が厳しくなることも、この背景にあると考えられる。この学習意欲

の向上と同様の傾向は、宿題習慣や自己肯定感、家族関係、就寝時間、定時登校などについ

ても指摘できる。まず、宿題習慣については、2018（平成 30）年度の第２回アンケートで

は肯定的回答が、2017（平成 29）年度第２回と比較して大きく低下している（75.0%から

18.2%に）。しかしながら、前年度アンケート（第２回）で宿題習慣が定着していると 75%

が回答していること、「変わらない」とする「現状維持」の回答割合が 2018（平成 30）年

度で 81.8%（第２回）に達することからすれば、すでに宿題習慣は定着傾向にあるとみるこ

ともできる。自己肯定感については、2017（平成 29）年度の第１回と第２回で肯定的回答

割合を比較すると低下傾向にある（84.7%から 54.6%）。この傾向も、前述したように、高

学年になる程、自己評価が厳しくなることと関係していると考えられる。家族関係について

は、2018（平成 30）年度第２回の結果をみると、評価対象者で家族との会話が減ったとい

う割合は、18.2%であった。人数でいうと２名で、評価対象者のみが「減った」と回答して

いた。評価対象者の方が、家族関係でやや困難を抱えているようである。就寝時間について

は、「夜 10 時より遅く寝るようになった」という割合が、評価対象者で 72.7%と７割を超

えているのは、生活習慣面でまだ課題が多いことを示す結果となっている。利用者の学年が

上がった影響も考えられる。始業時間までの登校についても、18.2%（第２回）と２割近い

児童が遅刻傾向にあり、前年度（16.6%）と比較しても改善されていないのは課題である。 

保護者のアウトカムについては、アンケート結果から、評価対象者の保護者にとって、お

さん・ひなた塾の利用が、安心感を増し、育児負担を軽減していることが確認できた。 
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2.4 成績表および横浜市学力・学習状況調査の概要 

学習成績の向上に関するアウトカムの成果を確認するためのデータとして、アクティブ

利用者（前期：21 名、年度末 18 名）の学校成績表と横浜市学力・学習状況調査の結果に関

するデータを、保護者の同意を得て、おさん・ひなた塾の運営スタッフが収集した。対象教

科として、学校成績表（名称：あゆみ）においては国語と算数、横浜市学力・学習状況調査

のテストにおいても国語と算数の結果のみを使用した。また、成績表と横浜市学力・学習状

況調査のテスト結果の回収結果は、図表 16・図表 17 の通りである。 

 

図表 16  成績表「あゆみ」 回収結果 

 対象人数 回収人数 回収率 備考 

2018（平成 30）年度 

前期成績表 

１年：１人 １年：１人 100.0%  

３年：６人 ３年：６人 100.0%  

５年：14 人 ５年：14 人 100.0%  

2018（平成 30）年度 

学期末成績表 

１年：１人 １年：１人 100.0%  

３年：５人 ３年：５人 100.0%  

５年：12 人 ５年：11 人 91.7% 
１名個別支援学級に通級の

ため、成績表の評定なし 

※対象学区である、日枝小学校、南太田小学校では２学期制を実施。 

 

図表 17 横浜市学力・学習状況調査 回収結果 

 対象人数 回収人数 回収率 備考 

2019（平成 31）年 2 月実施

（2018〔平成 30〕年度） 

１年：１人 １年：１人 100.0%  

３年：５人 ３年：４人 80.0% ※１名回収不可 

５年：12 人 ５年：11 人 91.7% ※１名回収不可 

※回収不可の理由としては、テスト実施日に欠席、テスト結果紙が見つからない、などの理由による。 

 

2.4.1 成績表および横浜市学力・学習状況調査の集計概要 

成績表「あゆみ」を集計する上で、当該事業の多くの子どもが日枝小学校、南太田小学校

在校生であり、各小学校については、全学年、各教科の観点について、３段階（A／B／C）

評価を採用している。さらに、調査対象の国語と算数において、国語の観点は５つ、算数の

観点は３つという違いがある。また、日枝小学校の３～６年生においては、各教科の観点別

評価を総合して、３段階（３／２／１）評定を採用している。なお、南太田小学校では、ど

の学年においても、３段階（３／２／１）評定は実施していなかった（図表 18.1）。 
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図表 18.1 成績評価方法（日枝小学校、南太田小学校） 

評価方法 全学年→各教科の観点について、３段階（A／B／C）評価。 

観点の数 国語→５つ、算数→３つ 

＜例＞ 

（国語）観点５つ→A が３個、B が２個、C が０個 

（算数）観点４つ→A が１個、B が２個、C が１個 

※日枝小学校では、３～６年生→各教科の観点別評価を総合して、３段階（３／２／

１）評定。 

※南太田小学校では、３段階（３／２／１）評定は実施していない。 

 

上記の成績評価方法を踏まえ、３段階評価の各段階に指数を設定し、定量化した。また、

３～６年生に実施している３段階（３／２／１）評定については、「２」の評価が大半を占

めており、差異がつけにくかったため、４年生についても３段階評価に基づいた指数化にて

定量化した。（３段階評価の詳細と例は図表 18.2）。 

 

図表 18.2 ３段階評価に基づいた指数化・定量化 

 

 

     

 

 

 

※国語→最高点は A が５個→５×３=15 

※算数→最高点は A が４個→４×３=12 

 

2.5 成績表および横浜市学力・学習状況調査の結果の分析 

次に、横浜市学力・学習状況調査では、国語（基礎・基本）／国語（活用）／算数（基礎・

基本）／算数（活用）それぞれについて、点数ではなく、正答率（％）で評価されているた

め、この割合（％）をそのまま使用した。 

成績表は実際の学力を完全に反映しかねることや、横浜市学力・学習状況調査の結果は、

回収不可のケースなどもあり母数が揃っておらず正確な傾向や平均値などを捉えにくいこ

とから、アンケート結果を補足する参考データとして活用する。以下、比較的人数の多い、

３年生と５年生の結果を中心にみていく。 

３年生については、回収した成績表（「あゆみ」）（図表 19.1）のうち、国語、算数ともに、

個人別で見れば、上昇や維持している子どもはいるものの、2016（平成 28）年度から 2018

（平成 30）年度にわたる全体平均では、国語、算数ともに低下している傾向が見られた。

横浜市学力・学習状況調査（図表 19.2）は回収不可なケースもあり、３年間にわたる傾向や

平均値を捉えにくいが、３年生の結果をみると、2016（平成 28）年度、2017（平成 29）年

度までは、全体的に国語と算数の基礎問題において、正答率は 60%を超えていた。しかし、

３段階評価 指数 

A ３ 

B ２ 

C １ 

３段階評価 

＜例：国語の場合＞ 
指数 指数化 

指数 

合計 

例：A が３個 ３ ３×３=９ 

13 例：B が２個 ２ ２×２=４ 

例：C が０個 １ １×０=０ 
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2018（平成 30）年度になると、国語と算数の基礎問題でも、正答率が 60%を切り、50%程

度にまで低下した（国語 40.7%、算数 51.8%）。活用問題については、国語・算数ともに 40%

を切る傾向が 2016（平成 28）年度、2017（平成 29）年度、2018（平成 30）年度と続いて

いるのが現状である（2018〔平成 30〕年度は、国語 31.3%、算数 25.0%）。基礎問題に時間

を使い過ぎてしまい、応用問題に取り掛かるまでに時間が足りない可能性があることや、基

礎学力が不十分なため応用問題への対応力が不足していることが考えられる。 

 

図表 19.1 ３年生成績表および横浜市学力・学習状況調査の平均 

 

 

５年生の成績表の集計結果（図表 19.2）の傾向は、国語について、個人別に見れば成績が

上がっている子どもと、低下している子どもの間でばらつきはあるものの、３年間にわたる

全体平均では、緩やかに向上傾向にあるようにみえる。少なくとも低下傾向にはなく、学校

側の評価からは、学力が維持・向上できているといえる。算数においては、３年間にわたる

全体の成績表の平均では、特に大きな変化とまでいえないが、2018（平成 30）年度から向

上傾向が見られる。また、横浜市学力・学習状況調査において、回収不可なケースがかなり

多く、２年間にわたる傾向や平均値を捉えにくいが、国語の基礎・基本問題については、３

年間の変化をみると、向上傾向にある（2018〔平成 30〕年度は、国語 52.9%）。国語の活用

問題についても、2017（平成 29）年度と比較すると向上傾向にある（2018〔平成 30〕年度

は 28.8%）。一方、算数については、基礎・基本問題、活用問題ともに横ばいか、2017（平

成 29）年度と比較すると 2018（平成 30）年度で若干改善傾向がみられるという程度であ

る（2018〔平成 30〕年度については、基礎・基本が 42.2%、活用問題が 18.2%）。 

以上のように、５年生は、３年生の結果と比較すると、全体的に向上傾向にあり、緩やか

ではあるが、着実に学力が向上しつつあるといえる。ただ、５年生においても、国語・算数

とも、横浜市学力調査の結果をみると、正答率がかなり低く、特に算数は低い水準である。

学力向上のための梃入れが必要であろう。 
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図表 19.2 ５年生成績表および横浜市学力・学習状況調査の平均 

 

 

2.6 成績表および横浜市学力・学習状況調査の結果の総括 

2018（平成 30）年度の第１回及び第２回アンケートにおいて、「授業が理解できるか」と

いう質問に対して、70%強の評価対象者が肯定的に回答しているが、主観的な授業理解度の

高さと横浜市学力・学習状況調査結果の傾向とは相関していない。すなわち、本人達は授業

を理解できていると認識しているが、学力テストのパフォーマンスの低さからすると、授業

理解がアウトプットとして顕在化していないことがわかる。 

また、個人別の成績表とテスト結果を比較すると、成績表の評定の上がり下がりと、学力

テストの正答率の上がり下がりが、必ずしも連動していない。これに関しては、学力測定の

方法として、全体的な勉強に対する態度を評価する成績表と、実際の学力を測るテストとで

は、測定する目的が「態度」と「学力」とで違うということが考えられる。また、学力テス

トにおいては、年１回のみ実施していることや、テストを休んだ子ども、テストを捨ててし

まった子どもがいることから、回収が難しく、学力を測る方法としては、不十分であり、よ

り厳密に学力を測る方法を採用することが課題である。 

さらに、アンケートと同様に、短期間では明確な傾向が見えにくいことから、さらなるデ

ータの収集を重ね、中・長期的に事業を継続し、分析していくことが望ましい。 

 

2.7 定性データの分析 

本評価では、本事業と深く関連のあるコミュニティの関係者と現場を支えるスタッフを

対象にヒアリング調査を実施した。ヒアリング調査の対象者は、本事業の多くの生徒が通っ

ている日枝小学校の副校長とおさん・ひなた塾の運営スタッフである。さらに、本事業の資

金提供者であるゴールドマン・サックスの社会貢献担当から、同社社員有志がボランティア

として参加し、子どもたちに英語やゲームを通じて学び、ふれあう機会を提供した「おさん

交流イベント」やワークショップについてコメントを得ることができた。以下はその結果の
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概要である。 

 

2.7.1 日枝小学校 

日枝小学校（横浜市南区山王町５丁目 31）と本事業の連携が深まっていった背景は、近

隣に位置する日枝小学校に、本事業を認知してもらうためにチラシ配りなどを依頼したこ

とや、横浜市共創推進課の学校訪問、地域学習として日枝小学校の教員が 13 名ほどおさん・

ひなた塾の見学に訪れたことなどを通し、徐々にお互いの理解が深まっていったことにある。 

 

●副校長ヒアリング 

2018（平成 30）年 6 月 29 日に、日枝小学校副校長に対するヒアリング調査も実施した。 

副校長によれば、おさん・ひなた塾に対する教員の認知度は高いということであった。特

に、同小学校では貧困など困難を抱えた子どもたちが多いため、おさん・ひなた塾が夕食を

提供していることや、サービス内容が良いことで、教員からの評価は良好のようであった。

子どもの困難度でいえば、日枝小学校の生徒の中で、生活保護・準生活保護を受けている人

数は、全生徒 667 名中 200 人にも及び、知的障害、情緒障害、弱視などの理由で個別支援

学級を受けている生徒の数は 35 名で、近々１名増え 36 名になる可能性があり、全生徒数

に対する個別支援学級の受講人数は極めて多いということであった。また、海外につながる

生徒、または外国籍の生徒は 132 名であり、言語の壁を抱えている生徒が多く存在する。

そのような生徒にとって、学習する言語と日常会話で使用されている言語は違うため、学習

の差が出てしまうと考えられる。特に、漢字が難しいと感じる生徒が多いということであっ

た。さらに、虐待から逃れ、シェルターに住む生徒もいるということであった。 

困難を抱えていることと学力の相関について、困難を抱える全ての子どもの学力が一般

的な生徒より低いわけではないものの、相対的にみると低い。特に、算数は九九を学び始め

る２年生、割り算を学び始める４年生、割合を学び始める６年生の時期に、学力が伸び悩む

生徒が多い。生活習慣についても、一般的な生徒と比べると、困難を抱える生徒は遅刻や学

校を休むことが多い。学力が追い付かなくて学校に行きたくなくなるのか、学校を休むから

学力が追い付かなくなるのかは定かではないということであった。 

小学校と地域社会との連携について、アフタースクールでは、無償で地域の方に宿題をみ

てもらえており、生徒 100 人程度が利用しているということであった。しかし、おさん・ひ

なた塾のような、学習支援・食事・居場所を併せて提供しているところはなく、今後、その

ような場所が増えることが望ましいということであった。 

学校が保有する成績情報の活用について、本事業の評価側としては、おさん・ひなた塾を

利用する子どもの学力テストや成績表の結果と比較可能な日枝小学校の生徒の学力データ

があると、おさん・ひなた塾による学力支援の効果がどのくらい出ているかが把握できる。

しかしながら、学校側としては、個人別の数値は個人情報のため、提供することはできない

ということであった。ただし、日枝小学校の学力データの学年平均を比較に使用することは
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可能であることがわかった。 

ところが、学年平均データでは、困難を抱えている子どもとそのほかの生徒をグループ別

に分けたデータはないため、グループ別の比較は難しい。 

一方、日枝小学校において、外国につながる生徒、外国籍の生徒、日本人生徒別に「好き

な教科はなんですか？」、「頑張ればできるようになると思いますか？」などの質問をしたア

ンケートを独自に実施していたため、こうした質問の回答はグループ別に把握できるとの

ことであった。 

 

2.7.2 おさん・ひなた塾スタッフヒアリング 

アンケートや成績表だけでは把握が難しい子どもの学習・生活・家族・社会関係をめぐる

状況の把握を目的に、2018（平成 30）年 7 月 2 日に、おさん・ひなた塾のスタッフを対象

に面接調査10を実施した。 

子どもにとって、おさん・ひなた塾はどのような「空間」になっているかという問いにつ

いて、「居心地がよい、大人との会話ができる安心感」「自分が困ったときに相談に乗ってく

れる、来やすい空間の大人がいる場」、「子どもにとって人と会える、かかわれる、遊べると

いう空間」になっているのではということであった。 

学習面や生活態度面でも、１年半接した中で、こちらに来ていなければ学力がおそらく低

下したり、あるいは心を痛め挫折するような子どもたちの支えになっている実感があると

のことであった。例えば、不登校だった子どもが、おさん・ひなた塾に通い始め宿題をみて

もらうことによって、不登校が解消されるようになった効果も生じているようである。また

メンタル問題を抱えているような子どもについて、当初、保護者は拒否していたが、療育セ

ンターにつないだこともあり、その結果、その子は落ち着いて宿題ができるようになり、自

分の特徴を把握しての行動ができるようになったということであった。その子にとって、お

さんという空間で勉強することがコミュニケーション・ツールとなり、友人関係も改善する

傾向にあるとのことであった。 

学力向上について、おさん・ひなた塾では、まず学習習慣をつけることを目的としている

ということであった。学力向上のための工夫としては、テキストを購入し難易度順に番号を

付けたり、くりかえしプリントをつくり、進行表をつくったということであった（どのプリ

ントをあげればいいかなど、ある程度共有して学力をあげるためのやりかたを試し始めて

いる）。３年生からは思考力が必要な段階だが、おさん・ひなた塾に通う子たちは考える前

の耐性が弱く、抽象的な思考が弱い。３年生の頃からわからないことが増えてくるとのこと

だった。 

コミュニケーション能力や社会的スキルという面で変化のない子どもはいないが、学力

面で変化しにくい子はいるようである。学力が伸びにくい子の共通点としては、勉強するこ

とが苦痛、そもそも能力面に問題がある場合もあるとのことであった。社会的スキルについ

                                                   
10 半構造化面接手法（semi-structual interview）による。 
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て、社会的スキルが弱い子は白・黒つけたくなる傾向があり、人を許容する能力をつけるこ

とが重要ということである。おさん・ひなた塾に来る子どものなかには、コミュニケーショ

ン・スキルが不足していて、最初は大人との関わりを拒否する子どももいる。しかし、次第

に、大人との関係を求めるようになり、自己主張が増え、関係性も深まり、許容がでてくる、

居場所という感覚が生じてくる、というような変化がみられるようである。過度に甘えを求

める子どもと、甘えをおさえられる子どもの差があるが、互いの関わり方に配慮が出てくる

とのことである。とりわけ、自分のことを信じでくれる大人との関わりは重要である。居場

所の提供の点からも、食事の提供は重要で、子どもたちにとっては、みんなで食事をとるの

が楽しい、食事をとることで長くいられる、ゆったり過ごせる場になっているようである。 

外国籍の子どもの中には、日本語の語彙数が少ない子どもがいるが、子どもによってはそ

れが必ずしも外国籍だけが理由でないことも考えられるようである。医学的介入が必要と

思われるケースもあるが、なかなか家庭への介入し相談することは難しい。 

家庭に対して介入することは難しいが11、ストレスを感じている子どものストレス原因は

家庭にある場合もあるようである。家庭で受容されていない、個人のキャラクターが受け入

れられていないという印象を受ける子どももおり、おそらく家庭で面倒をみきれていない

のではということであった。 

運営上の課題としては、スペースや教える側の人員体制の問題もあり、利用者全員にサー

ビス提供を均等にできているわけではない、「ここのスペースだと、１人だと５人をみるの

が限界」とのことであった。 

 

2.7.3 ゴールドマン・サックス社員によるボランティア 

資金提供者であるゴールドマン・サックスからは、寄附という金銭的支援だけではなく、

社員ボランティアが参加して、子どもたちとの英語による交流イベントやワークショップ

を実施するという、非金銭的・人的支援も提供された。2018（平成 30）年度は、21 名の社

員ボランティアが「おさん・ひなた塾」でのイベントに参加した（１回目：11 人、２回目

10 人）。 

2018（平成 30）年 7 月 19 日開催の交流イベントでは、参加したボランティアに対して

アンケートも実施した。そのアンケートによれば、ボランティア参加者からは、「子どもた

ちに関わって、彼らの笑顔を見たり、時間がたつにつれて心をどんどん開いてくれるように

なったりすることはとてもやりがいがあった」「シャイな子が時間がたつにつれて、笑顔を

見せてくれたのはうれしかった」など、ボランティア自身が子ども達との交流を通じて達成

感を得ている様子をうかがい知ることができた。 

下記が同社社会貢献担当者によるコメントである。 

  

                                                   
11 2018（平成 30）年秋からは保護者面談も実施。そこで相談があれば、児童家庭支援セ

ンターで受けることもある。 
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ゴールドマン・サックス証券株式会社 

 

社会貢献担当 麻崎久美子 

 

「学校生活や家庭生活で困難を抱える子どもたちの基礎的な生活習慣、社会関係能力、学力の向

上」を事業目的とした包括的な支援モデル作りに共感し、2016 年より、ゴールドマン・サックス・

ギブズというドナーアドバイズドファンドより資金援助をさせていただいております。 

週３日、放課後をおさん・ひなた塾で過ごす子ども達は、職員さんや学習ボランティアに勉強を

教わり、一緒に食事をしたりする中で、学習意欲の向上や習慣の定着、また様々な大人との関わり

の中で社会性が身につくなどの効果が見られています。ゴールドマン・サックスの社員も、20 年

以上継続しているボランティアプログラム「コミュニティ・チームワークス（CTW）」を通じて、

英語レッスンを兼ねた交流イベントや、ゲームや遊びを通してコミュニケーション能力を向上させ

るワークショップを開催し、普段の勉強とは少し違った経験をしてもらう機会を提供しています。 

こういった数年の積み重ねからか、先日久しぶりにおさんを訪れた際に、子ども達が随分と成長

したように思えました。また、2017 年度に実施して頂いたインパクト評価からも非常に効果の高

いプログラムであることが分かりました。 

周りの大人たちが自分を応援してくれているということを実感できることが、子ども達に安心感

を与え、頑張る意欲に繋がっているのだと思います。 

社員にとっても、子ども達に目に見える変化があることで自分達が少しでもお役に立てている実

感を持つことで、ボランティア活動に参加する意義を感じ、継続的に関わるモチベーションに繋が

っています。 

 

なお、ボランティアによるインプットは、通常、プログラム実施のための費用とみなされ

る。その一方で、これを便益（効果）とみなすことも可能である。ボランティア活動は、人

と人との信頼や互酬性の規範をもとに生じるものであり、信頼を維持・創造する行為でもあ

る。いわゆる「ソーシャルキャピタル（社会関係資本）」（social capital）12という無形資産

である。そこで、本評価では、ゴールドマン・サックス社員のボランタリーな貢献や横浜市

職員のプログラム・マネジメントや連携構築への貢献なども、こうした社会関係資本に関連

した社会価値として貨幣換算を行い、便益として計上した。 

 

  

                                                   
12 ソーシャルキャピタルとは、ロバート・パットナムらの研究によれば、コミュニティに

おいて効果的な協働を促進する水平的なネットワークや信頼、規範など、社会的組織の

特徴を表現する概念である（Putnam 1993）。 
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第３章 社会的インパクト評価（SROI）結果の概要 

 

3.1 インパクト評価について 

本事業の有効性及び効率性評価にあたって、費用便益分析の一種である SROI（Social 

Return on Investment: 社会的投資収益分析）というインパクト評価手法を用いて、事業成

果の定量化のみならず、貨幣価値への換算による価値の計測を行った。ここでは、SROI が

どのような特徴を持つインパクト評価の手法かについて説明する。 

評価の目的は、プログラム（事業や施策）の改善、説明責任（accountability）（資源が効

果的・効率的に利用され、意図された利益が実際に生み出されているか）、そして、知識生

成（知識への貢献）にあるとされ（Rossi, Lipsey and Freeman 2004: 34）。SIB のような

社会的プログラムにおける評価においても、資源提供者に対して、その有効性と効率性がエ

ビデンスに基づいて検証され証明されなければならない。したがって、プログラムの定性的

な側面も評価しつつも、アウトカム（成果）はできる限り、計測可能で定量化できるもので

なければならない。 

プログラム評価としては、主としてプログラムが適切に運営されているかをみるプロセ

ス評価と、プログラムによって生じた効果（アウトカムあるいはインパクト）をみるインパ

クト評価がある。本事業にとって、プロセス評価手法に基づき、モニタリングを行うことは

重要であるが、プログラムを通じて最終的に生み出された成果あるいは価値を見える化す

る点で、より重要なのは、インパクト評価である。 

インパクト評価手法として代表的なものは、費用便益分析（cost-benefit analysis: CBA）

と費用効果分析（cost-effectiveness analysis: CEA）がある。 

費用便益分析は、費用とアウトカム（便益）との関係を、通常の金銭用語で評価し（貨幣化

し）、プログラムの経済的効率性を決定する分析手続きである。それに対して、費用効果分析

は、プログラムの効率性を分析する手続きであり、ある介入のアウトカムをそのプログラム

費用との関係から得るという方法をとる。費用効果分析では、費用便益分析と違い、便益そ

のものが貨幣化されるわけではない。費用効果分析において、効率性は「与えられた結果を

達成するための費用という観点」（Rossi, Lipsey and Freeman 2004: 341）で表現される。 

 

3.2 SROIアプローチの特徴 

本評価事業では、費用便益分析を発展させた SROI（Social Return on Investment: 社会

的投資収益分析）を使用する。 

SROI とは、評価の専門家だけでなく、実践家や投資家、政府がその連携プログラム等の

成果の評価に活用しやすいように、費用便益分析（CBA: cost-benefit analysis）を応用し発

展させた評価手法である。SROI 評価が経済的な評価のテクニックを使うという意味では

CBA と非常によく似ており、CBA の手法が基礎となっている。SROI 評価は独自な評価理

論を開発したというよりも、むしろ CBA において発展させられてきた理論や技法に多くを
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依存している。 

SROI 評価の主要な特徴の１つは、ステークホルダー・アプローチが費用便益分析の評価

プロセスにおいて非常に重要な位置を占めている点にある。これは CBA との主要な相違で

あるが、両者の違いは評価方法の本質的部分にあるのではなく、むしろ「アプローチ」の違

いにある。SROI 評価においては、評価プロセスにおけるステークホルダーの参加を基本に、

「変化」の価値化（「変化」の価値づけ）と、社会的価値の貨幣化（貨幣価値への換算）が

実践される。例えば、SROI 評価では、まず「期待されるアウトカム（成果）」としてのア

ウトカム項目とそれらの成果量を定量化するための指標群の枠組みが設定されるが、これ

らのアウトカム等の定義の段階から、ステークホルダーの参加を可能にする十分な柔軟性

を有している。 

SROI 評価の主要な特徴は、アカウンタビリティーにおける活用にとどまらず、そのコミ

ュニケーション・ツールやマネジメント・ツールとしての活用可能性にも見出すことができ

る。SROI 評価によって導き出された成果評価によって、プログラム実施組織にとっては事

業・経営改善のための学習が可能となり、さらにインパクトを強化する方向での資源管理が

可能となる。 

 

3.3 SROIの算出プロセス 

SROI による社会的投資収益率の計測プロセスは、図表 20 のような６つのステージによ

って構成される。SROI では最終的に社会的便益等が、割引率を用いて現在価値（PV：

present value: 現在の価値に修正された貨幣価値）に修正され、プログラムの SROI（社会

的投資収益率）が、総便益を総費用で除すことにより計測される。CBA と同様、SROI が、

1.0 を上回れば（便益が費用を上回ること）、費用対効果があったことになり、その社会的プ

ログラムの有効性・効率性が証明されたことになる。 
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図表 20 SROI分析の６つのステージ 

 
出所：SROI network(2012)pp.10-11 を翻訳（加筆修正） 

 

６つのステージはいずれも重要であるが、まず分析の対象範囲（スコープ）の境界線をど

こまでに設定するかが、関係者の間で合意されなければならない。今回の横浜市社会的イン

パクト評価モデル事業の場合は、事業枠組みや期待される成果、事業の便益が帰属する可能

性がある関係主体（ステークホルダー）が明確であり、スコープの設定は比較的容易であっ

た。 

スコープやステークホルダー特定後、次のステージがインパクトマッピングである。

１

•評価対象（scope）の確定とステークホルダーの確定

•SROI分析の分析範囲(境界)と、誰がそのプロセスにどのように関与するかを
明確にする。

２

•アウトカム・マッピング（インパクトマップ）

•ステークホルダーと共に、「変化の理論」であるインパクト・マップを創り
上げる。インパクト・マップは、インプット、アウトプット、アウトカムの
関係性を可視化する。

３
•アウトカムを証明するデータの発見とその評価

４

•インパクトの確定

•アウトカムの証拠を集め、それらを貨幣化する。そのプロジェクトがなくて
も生じた変化や、他の要因によって生じた変化は計測対象から除外される。

５
•SROI（社会的投資収益比率）の計測

６

•レポーティング

•事実発見をステークホルダー間で共有・活用し、適切なアウトカム・プロセ
スを実践に組み込む。
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SROI では、縦軸に受益者である各ステークホルダーを記載し、横軸にステークホルダー別

に「インプット➡アウトプット➡アウトカム➡インパクト」の因果連鎖（「変化のストーリ

ー」）を表形式で可視化したインパクトマップを作成することが多い。インパクトマップに

は、アウトカムの定量化と貨幣化に必要な指標群が明示され、成果量と指標に基づき価値額

（便益）の算出が容易にできるような工夫が施されている。最終的にはインパクトマップ上

に記載されたアウトカムに関するデータ、指標、算出方法等をもとにプログラムによって創

出された総価値額（総便益）、純便益（総便益－総費用）、社会的投資収益率（SROI）が推

計される。 

 

3.4 ロジックモデルの活用 

最初から指標まで落とし込んだインパクトマップを作成することは難しい。そこでイン

パクトマップ作成ではなく、まずロジックモデルを作成することを通じて、そのプログラム

に適切なアウトカムを確定する方が容易である。 

ロジックモデルとは、プログラム（事業）がその目的を達成するまでの論理的な因果関係

を記述したり、業績測定のための指標を設定したりするために、「アクティビティ（活動）

―アウトプット―アウトカム」の各局面の間の関係を連鎖図で示したものである。インプッ

ト（投入資源）が提供されることで活動が可能となり、その活動を通じて直接的な結果（受

益者への介入実施、介入の利用）がもたらされ、その結果を通じて変化（アウトカム）が生

じるであろうという変化の理論である。 

インパクトマップにせよ、ロジックモデルにせよ、「インプット」「アウトプット」「アウ

トカム」「インパクト」の概念が明確に理解されなければならないが、それぞれの概念は一

般に図表 21 のように定義される。 
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図表 21 ロジックモデルの鍵概念 

出所：McLaughlin and Jordan (2015) : 65-66 の記述を参照し、筆者整理 

 

図表 22 は本事業をイメージしたロジックモデルである。今回の評価では、ロジックモデ

ル上にある短期アウトカムを中心に SROI を計測した。例えば、「大学進学機会の拡大」な

どの長期的アウトカムの価値を厳格に計測するとすれば、少なくも大学進学見通しが明確

化する高校在学中か、進学決定後の状況が評価対象となる。アメリカのペリー就学前プロジ

ェクト13 （Perry Preschool Project）のように、評価対象群の子どもが成人するまでの長期

の追跡調査が実施されれば、長期的アウトカムの計測も可能であるが、今回の評価ではプロ

グラム開始後、約１年から１年半後のアウトカム計測であり、利用児童がまだ小学生である

ことから、現時点での長期的アウトカムの推計はバラツキが大きくなり、過大推計となる可

能性も高いことから、便益への計上は行わなかった。 

 

                                                   
13 ペリープロジェクトでは、就学前の幼児から 40 歳まで、就学前教育の効果に関する追

跡調査が実施された（Heckman 2013: 26-28）。 

概念 説明 

インプット(input)  プログラム運営に必要な人的・金銭的資源（human and financial 

resources）及びその他の投入資源（インプット） 

アクティビティ 

(activities) 

プログラムのアウトプットを生み出すのに必要とされる中核的なアクシ

ョン・プロセスの諸段階（steps） 

アウトプット(output)   プログラムの直接的な受益者（customers）やプログラム参加者に提供さ

れる製品やサービス（活動によってもたらされた直接的な事象であり、定

量的なもので、活動から生じた基礎データ[開催回数、配布資料数、参加率、

参加者数等]） 

アウトカム(outcome)  活動やアウトプットに接した結果と想定される人々、組織、あるいは他の

プログラム・ターゲットにおける変化（changes）や便益 

 短期アウトカム 

(short-term outcome) 

プログラムのアウトプットに最も密接に結びついた、あるいは因果関係の

強い変化や便益 

中期（中間）アウトカム 

(intermediate 

outcome) 

短期的アウトカムの結果と想定されるアウトカム 

長期アウトカム 

(long-term outcome) 

中期的アウトカムの結果に起因すると想定されるアウトカム 
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学習成績・学習能力の

改善（子ども） 

基礎学力向上（読み書

き計算） 

授業の理解度向上 

授業態度の改善 

学習意欲の向上 

学校外学習時間の増加 

宿題習慣の改善 

学業成績の改善 

出席日数の改善 

意識・行動・生活習慣の

改善（子ども） 

自己肯定感の向上 

ロールモデルの獲得 

将来の希望・選択肢の

拡大 

進学の選択肢の拡大 

食生活の改善 

生活リズムの改善 

居場所の獲得 

進学・キャリアの改善（子ども） 

将来の不登校リスクの改善 

全日制高校進学による中退リスク改善 

全日制高校進学によるキャリア選択の

拡大 

工業高校進学による将来の雇用条件の

改善 

大学進学機会の拡大 

社会的便益の向上（政府・社会） 

不登校対策費の減少 

将来の生活保護費の減少 

将来の税収・社会保険料の増加 

子どもの貧困問題等の公民連携の拡大 

関係性の改善（家族

【保護者】） 

親子関係の改善 

精神的不安の減少 

育児負担の軽減 

関係性（家族・学校・

地域）の改善（子ども） 

家族関係の改善 

教師との関係改善 

友人との関係改善 

地域への帰属感向上 

図表 22 「おさん・ひなた塾」のロジックモデル（簡易版） 
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3.5 SROIにおけるインパクト算出:鍵概念 

「インパクト」はしばしば「アウトカム」と混同される。しかしながら、SROI 等インパ

クト評価で計測の対象となる「インパクト」はあくまでもそのプログラムの実施に起因して

生じたアウトカム（成果）を意味する。すなわち、プログラム実施前後比較で肯定的な変化

（「子どもの学習意欲が向上した」など）が生じたとしても、変化の原因すべてをプログラ

ムの支援に帰することは不正確であり、過大評価となる可能性がある。他の外生要因の影響

を排除できないからである。したがって、プログラムが創出した最終的なインパクトの算出

に当たっては、「当該プログラムが無くても生じたアウトカム」（反事実）や、その介入（支

援等）がどの程度変化に寄与したか（寄与率）が考慮されなければならない。 

当該プログラムが無くても生じたであろう変化、「反事実」（counterfactual）をどのよう

に扱うかは、効果の因果関係を踏まえ効果測定を行うインパクト評価において重要である。

プログラムに起因するインパクトであることを証明するには、「原因が起こったという『事

実』における結果と、原因が起こらなかったという『反事実』における結果を比較しなけれ

ばならない」（中室・津川 2017：36-37）のである。SROI のような費用便益分析において

も、反事実状況との比較が大前提となる14。すなわち、SROI 分析が対象とするプログラム

の状況と、そのプログラムがなかった場合の状況（反事実）が比較され、インパクトは両者

のアウトカムの差異（differences）として計測されることになる（Boardman, Greenberg, 

Vining and Weimer. 2011:288 )。 

「寄与率」（attribution）は、「介入を実施した組織に起因する（帰することができる）アウ

トカムの割合」（The SROI Network 2012: 59）のことである。 

また、SROI 評価では、当該プログラムによるアウトカムがネガティブなインパクトとし

て他の地域などのアウトカムを置き換える効果（置換効果）を考慮する場合もある。   

図表 23 は、インパクト算出にかかわる鍵概念を整理したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
14 SROI では、反事実ではなく、「死荷重」（deadweight）という表現を用いている。しか

し、死荷重が本来、ミクロ経済学などでは、政府による規制、課税、補助金などによっ

て、総余剰が減少する厚生損失を意味することからすれば誤解を招くおそれがある。 
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図表 23 インパクト算出のための鍵概念 

 

3.6  本 SROI評価の基本枠組み 

本評価では、おさん・ひなた塾として実施された「横浜市社会的インパクト評価モデル事

業」（以下、モデル事業）の 2018（平成 30）年度の効果を SROI の手法を用いて計測した。

計測可能かつ貨幣化可能なアウトカムは貨幣価値に換算し、創出された社会的インパクト

（総便益）及び SROI（社会的投資収益率）を算出した。 

 

3.6.1 SROI評価対象 

SROI の評価対象となる活動（activities）は、主要提供サービスである①学習支援、②生

活支援（食事支援）、③居場所づくりであり、これらの活動により創出されるアウトカムを

計測の対象とした。 

SROI の評価デザインにおいて、まず重要となるのは、受益が及ぶステークホルダーの特

定である。こうした包括的な支援から便益を受ける受益者（ステークホルダー）として、受

益の直接性からみると、受益者はおさん・ひなた塾に通う子どもたちである。特に、本評価

では、何等かの困難を抱える子どもを標的集団（ターゲット）あるいはトリートメントグル

ープと位置づけている。次に受益者として特定されるのは、子どもの保護者や家族である。

保護者は子どもの状況が改善されることにより、精神的不安の解消や育児負担の軽減、親子

関係の改善などの便益を受けると想定される。そして、政府（横浜市等）も官民連携の促進

や財政コスト削減の便益15を受けると想定される。さらに、地域社会あるいは市民社会も、

                                                   
15 本評価では、政府の財政コスト削減便益を主要なアウトカムとしては設定しなかった。

利用児童のアウトカム改善が即、財政コスト削減に結び付くとは考え難く、また利用児

童などに不登校等の問題を抱える子どもはほとんどみられなかったからである。 

反事実（counterfactual） 

または 

死荷重（deadweight） 

当該プロジェクトがなかったとしても生じるアウトカム 

（例：長期失業者の訓練プログラムの場合、同地域で長期失業者が失業

保険受給から脱する率） 

置換効果（displacement） 当該プロジェクトの参加者のアウトカムがプロジェクト外の者のアウト

カムを置き換える、あるいは代替する割合 

（例：ある区の街燈設置プログラムによって同地区の犯罪率が減少した

が、他方、プロジェクトの同期間に隣接区で犯罪率が上昇） 

寄与率（attribution） 成果の総便益に対して当該プロジェクトが寄与する割合であり、他の組

織や要因が影響する割合を控除して設定したもの 

ドロップ・オフ（drop-off） アウトカムが時間を経て低減する割合 

現在価値（present value） 

と 

割引率（discount rate） 

・現在の価値に修正された貨幣価値が「現在価値」（時間を考慮し、10

年後の１万円の価値は現在の１万円よりも割り引いて低く見積もる） 

・現在価値に割り引く際に用いるのが「割引率」 

・SROI でも、将来推計を行う場合は、割引率を用いて成果が持続する期

間で創出される将来価値を現在価値に割り戻す 
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おさん・ひなた塾のようなプログラムが実施されることにより、子どもの問題への認知・関

心が高まる、ボランティアや組織間連携を通じて地域の社会的つながり（ソーシャルキャピ

タル）が強化されるなどの便益を受けると想定される。 

SROI では、おさん・ひなた塾を利用する何等か困難を抱える子どもをはじめ、各ステーク

ホルダーにとってのアウトカム（意識や行動、状態の変化）が計測の対象となる。様々なアウ

トカムが想定されるが、会計原則の重要性の原則（principle of materiality）に倣い、おさん・

ひなた塾のミッション・目的からして重要度の高いと思われるアウトカムを設定した。 

また、本評価では、個人のアウトカム（個人の意識や行動変化）だけでなく、個人を超え

て組織や広く社会に帰属すると考えられるアウトカムも推計の対象とした。たとえば、子ど

もが抱える問題の改善を共通目的に、おさん・ひなた塾が活動プロセスにおいて、地域住民

や学校、地域行政、そして市民（地域住民以外の民間企業の社員等）を巻き込んで、「つな

がり」（ソーシャルキャピタル）を創り出している。こうした「つながり」は個人や組織を

超えた価値であり、アウトカムとして重要であると捉え、本 SROI の計測対象とした。 

 

3.6.2 本 SROI評価の基本枠組み 

本 SROI 評価では、主要ステークホルダーのアウトカム（便益）を特定し、アウトカムリ

スト（便益項目表）を作成した。アウトカムリストでは、ステークホルダー（おさん・ひな

た塾の利用児童、利用児童の家族、政府、地域社会等）ごとに、アウトカムの定義、アウト

カムを定量化するためのアウトカム指標と金銭代理指標を一覧にした。アウトカムは計測

可能の必要があることから、割合あるいは実数（人数や増加件数、増加金額等）を指標とし

た。アウトカムの成果量は、受益者（利用児童、保護者）向けのアンケート調査を実施し把

握した。 

図表 24.1 と図表 24.2 が、アウトカム指標と金銭代理指標のリストである。アウトカムの

成果量を測り、価値づけを行うことにおいて、アウトカム指標と金銭代理指標の設定は極め

て重要である。アウトカムの価値の推計について、まず、それぞれのアウトカムを定義し、

その上でアウトカムの成果量を定量化するためのアウトカム指標（割合や人数など）を設定

する。定量化されたアウトカムを金銭代理指標を用いて貨幣換算するという流れで、価値額

（便益）を推計した。さらに、反事実や寄与率を考慮して、インパクトを推計した。 

大部分の成果量はアンケートにより把握したが、メディア等に活動が取り上げられるこ

とによる宣伝効果、いわゆるパブリシティ効果も、事業の社会的認知度が高まる点で重要な

アウトカムであり、メディアの成果量は新聞・TV 等の掲載・放映の実績で把握した。パブ

リシティ効果は、通常、広告費換算を通じて貨幣化される。広告換算を実施する場合は、例

えば新聞記事への掲載については「新聞掲載件数×新聞広告料金単価」により算出すること

になる。しかしながら、2018（平成 30）年度についてはメディア露出がなかったため、広

告換算は実施していない（2017〔平成 29〕年度は実施）。 

 



 

5 

 

3.6.3 反事実の算出について 

前述したように、プログラム（介入）がなかった場合に生じた変化（アウトカム）を「反

事実」という。反事実が 100.0%であれば、そもそもプログラムを受けなくても肯定的な変化

が生じたことになる。「インパクト」（そのプログラムによって生じた純粋なアウトカム＝変

化）を計測するには、反事実の割合をアウトカムの総量（総額）から控除する必要がある。 

本評価における反事実の割合は、「他団体等から、おさん・ひなた塾のように居場所支援・

学習支援・食事支援を包括的に提供しているようなサービスを受けているか」を利用者の保

護者に問う方法で把握された。保護者アンケートで「おさん以外で、食事もでき、大人や友

達と話ができ、勉強を教えてくれるような場所に通っていたか」という設問により、確認し、

通っている利用者の数は「０人」であったので、反事実の割合を「0.0%」と推計した。この

点は、日枝小学校副校長からも確認することができ、アンケート結果と同様の認識であった。 

 

3.6.4 寄与率の算出について 

インパクトの算出にあたっては、反事実同様、寄与率の設定が不可欠である。反事実の確

認により、同種の支援からの影響分をある程度除外できるが、そのプログラムによる支援が

実際にその受益者の変化にどの程度貢献できたかは確認できない。そのため寄与率（貢献度）

の確認が必要となる。寄与率とは、アウトカム（変化）に対して、その介入が直接寄与した

割合のことである。 

利用児童向けのアンケートでは、直接的に寄与率を問う設問は設けず、「学習意欲の向上」

に関連する質問に肯定的に回答している割合を、本評価における寄与率とみなした。評価対

象者の子どもの回答結果を踏まえると、学習意欲の向上率は「27.0%」であり、この 27.0%

を寄与率として使用した。保護者に帰属するアウトカムについても、寄与率（27.0%）を準

用した。 
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図表 24.1 アウトカム指標と金銭代理指標（利用児童） 

                                                   
16 おさん・ひなた塾への参加（利用）という行動自体は「アウトプット」とみなせるが、

本評価では、「居場所づくり・生活支援・学習支援等の包括的支援を受ける機会を獲得

できた」という意味で、参加自体の時間価値を「アウトカム」に含めることとした。 

ス

テ

ー

ク

ホ

ル

ダ
ー 

アクティ

ビティ 
アウトカムの説明 アウトカム指標 金銭代理指標 情報源 

お
さ
ん
・
ひ
な
た
塾
に
通
う
小
学
生
児
童
【
利
用
者
２
１
名
の
う
ち
、
評
価
対
象
１
３
名
】 

学
習
支
援
・
生
活
支
援
・
居
場
所
づ
く
り 

≪包括的支援サービス利用機会の獲得≫ 

おさん・ひなた塾参加による

学習支援・生活支援・居場所支

援等、包括的支援サービス利

用機会の獲得16 

おさん・ひなた塾参加者

のサ―ビス利用時間 

 

学生 1人当たりの教

育 へ の 公 的 支 出

（1,336 円／時間当

たり支出額） 

OECD(2018) 

Education at a 
Glance-OECD 
Indicators  

≪学業成績・能力・態度の改善≫ 

基礎学力の向上 
基礎学力が向上した者の

増加割合 

学習塾費用 

（56,864 円） 

文部科学省「平成２８

年度子供の学習費調

査」 

授業態度の改善 
授業態度が改善した者の

割合 

認知行動療法による

カウンセリング費用

（48,710 円）(10 回) 

日本臨床心理士会「第

７回臨床心理士の動向

調査」(2016 年 4 月) 

学習意欲の向上 
学習意欲が向上した者の

割合 

学習塾費用 

（56,864 円） 
前掲 

不登校リスクの減少 
不登校リスクが減少した

者の割合 

不登校対策民間活用

事業１人当り対策費

（42,657 円） 

文部科学省「平成 30 年

度予算（案）主要事項」

等 

日本語コミュニケーション力

の向上 

日本語コミュニケーショ

ン力が向上した者の割合 

児童１人当り対策費

（39,429 円） 

平成 30 年度行政事業

レビューシート（文部

科学省／事業名）「帰

国・外国人児童生徒等

教育の推進」 

≪意識・行動・生活習慣の改善≫ 

自己肯定感の向上 

他人と同様に価値 

ある人間であるという認

識が向上した者の割合 

認知行動療法による

カウンセリング費用

（48,710 円）(10 回) 

前掲 

生活リズムの改善 
就寝時間が改善した者の

割合 
同上 同上 

居場所の獲得による精神的不

安の減少 

精神的不安の減少した者

の割合 
同上 同上 

将来の希望の向上 

将来に夢や希望が持てる

ようになった者 

割合 

スクールカウンセラ

ー１人当り相談費用

（1,348 円） 

内閣府「教育 

の 支 援 に つ い て 」

（2016 年 12 月 9 日） 

健康と食事に関する意識の改

善 

健康と食事に関する意識

が改善した者の割合 

東京都子ども食堂推

進事業補助費・活動

１ 回 当 り 上 限 額

（10,000 円） 

東京都福祉保健局 
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図表 24.2 アウトカム指標と金銭代理指標（利用児童・家族・政府・地域社会） 

 

 

 

 

ス

テ

ー

ク

ホ

ル

ダ
ー 

アクティ

ビティ 
アウトカムの説明 アウトカム指標 金銭代理指標 情報源 

 

お
さ
ん
・
ひ
な
た
塾
に
通
う
小
学
生
児
童 

【
利
用
者
２
１
名
の
う
ち
、
評
価
対
象
１
３
名
】 

学
習
支
援
・
生
活
支
援
・
居
場
所
づ
く
り 

≪関係性の改善≫ 

学校生活における友人関係の

改善 

友人関係が改善した者の

割合 

不登校対策民間活用

事業１人当り対策費

（42,657 円） 

前掲 

家族関係の改善 
家族関係が改善した者の

割合 

１カ月間の平均的外

食費 

（11,902 円） 

内閣府「最近の 

サービス消費の動向 

」（平成 30 年 3 月 28

日） 

地域への帰属感情の向上 
帰属感情が向上した者の

割合 
定量化まで  

居場所の獲得 
居場所を獲得した者 

の割合 
定量化まで  

ロールモデルの獲得 
ロールモデルを獲得した

者の割合 
定量化まで  

家
族
・
保
護
者 

≪意識・行動の改善≫ 

精神的不安の減少 
精神不安が減少した者の

割合 

認知行動療法による

カウンセリング費用

（48,710 円）(10 回) 

前掲 

育児負担の軽減 
育児負担が軽減した者の

割合 
機会費用法 

厚生労働省「平成 30 年

賃金構造基本統計調

査」 

横
浜
市 

・
政
府 

公民連携の促進 公民連携が促進した割合 機会費用法 横浜市公務員給与 

地
域
社
会 

地域の多様な主体間 

の連携向上 

地域の多様な主体間の連

携が向上する割合 
定量化まで  

おさん・ひなた塾の社会的認

知向上による子どもの貧困へ

の関心向上 

メディア掲載件数 

広告換算 

（新聞、ＴＶ，雑誌

等） 

月間メディアデータ 

2017.9 月／ＷＥＢメ

ディア広告費用 

子ども支援に関心をもつボラ

ンティアの増加 

活動参加者数と活動総時

間 
機会費用法 

神奈川県最低賃金 

／厚生労働省「平成 30

年賃金構造基本統計調

査」 
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3.7 インパクトマップ 

図表 25.1～25.5 には、本モデル事業の支援サービス（学習支援・生活支援・居場所づくり）によって創出されるアウトカム（成果）を定

量化し、金銭代理指標等を用いて貨幣換算を実施した結果を示した。インパクトマップは通常１つの表として統合されるが、本報告書では紙

幅の都合上、表をステークホルダー別に分割して示した。 

 

図表 25.1 インパクトマップ 

ステークホルダー：プログラム参加者（子ども）＊アクティブ利用者 21 名の内の評価対象者 13 名 

ステーク 

ホルダー 
アウトプット 

アウトカム 貨幣換算 
反事実

（％） 

寄与率

（％） 

インパクト

（円） 成果説明 アウトカム説明 情報源 
金銭的代理指標 

（貨幣化） 
成果量 

プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者 

（
子
ど
も
） 

「
お
さ
ん
」
に
お
け
る
、
学
習
支
援
・
生
活
支
援
・
居
場
所
づ
く
り
へ
の 

 

継
続
参
加 

＜１．包括的支援サービス利用機会の獲得＞ 

（１）おさん・ひなた塾参加による包括的支援サービス利用機会の獲得 

おさん・ひなた

塾への参加 

おさん・ひなた塾

参加者の参加総時

間数 

おさん・ひなた塾 学生１人当たりの教育への

公的支出額（1,336 円／時

間当たり支出額） 

おさん・ひなた塾

の総参加時間数 

1,728.17 時間 

 －  － 2,308,835 

＜２．学業成績・進学意欲等の改善＞ 

（１）学業成績の向上 

基礎学力の向上 

 

基礎学力が向上し

た者の割合 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問②－２、②－３、

②－５に対し肯定的回

答を２つ以上した子ど

もをカウント 

学習塾費用（56,864 円） アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪向上率 91%≫ 

0 27 181,629 

授業態度の改善 

 

授業態度が改善し

た者の割合 

 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問②-４ 

認知行動療法のカウンセリ

ング費用（10 回） 

（48,710 円） 

アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪向上率 55%≫ 

0 27 94,035 

学習意欲の向上 学習意欲が向上し

た者の割合 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問②-９、②－８、

②－６に対し肯定的回

答を２つ以上した子ど

もをカウント 

学習塾費用（56,864 円） アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪向上率 27%≫ 

0 27 53,890 
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ステーク 

ホルダー 
アウトプット 

アウトカム 貨幣換算 
反事実

（％） 

寄与率

（％） 

インパクト

（円） 成果説明 アウトカム説明 情報源 
金銭的代理指標 

（貨幣化） 
成果量 

プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者 

（
子
ど
も
） 

「
お
さ
ん
」
に
お
け
る
、
学
習
支
援
・
生
活
支
援
・
居
場
所
づ
く
り
へ
の
継
続
参
加 

（２）不登校リスクの改善 

不登校リスクの

減少 

不登校リスクが減

少した者の割合 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問②-10 

不登校対策民間活用事業１

人当り対策費（42,657

円） 

アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪改善率 9%≫ 

0 27 13,475 

（３）将来の希望・選択肢の拡大（進学希望の向上） 

将来の希望・進

学におけるの選

択の拡大 

将来の希望が拡大

した者の割合 

 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート

設問⑧ 

スクールカウンセラーへ

の一人当たり相談費

（1,348 円） 

アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪増加率 36%≫ 

0 27 1,703 

ロールモデルの

獲得 

ロールモデルを獲

得した者の割合 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問⑧-１-１ 

推計せず定量化まで アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪獲得率 50%≫ 

0 27 - 

（４）日本語能力の向上（外国籍児童・生徒） 

日本語コミュニ

ケーション力向

上 

※外国籍生徒・

児童向け 

日本語コミュニケ

ーション力が向上

した者の割合 

 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問⑩ 

対象児童生徒１人あたり

対策予算（39,429 円） 

アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪向上率 20%≫ 

 

0 27 10,646 

＜３．自己肯定感の向上＞ 

（１）自信の向上 

他人と同様に価

値ある人間であ

るという認識 

 

他人と同様に価値

ある人間であると

いう認識が向上し

た者の割合 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問⑨-２ 

 

認知行動療法のカウンセリ

ング費用（10 回） 

（48,710 円） 

アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪向上率 18%≫ 

0 27 30,775 

＜４．関係性の改善＞ 

（１）社会的関係性の改善 

学校生活等にお

ける友人関係の

改善 

学校生活等におけ

る友人関係が改善

した者の割合 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問⑤-２ 

対象児童１人あたり対策

予算（42,657 円） 

アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪改善率 9%≫ 

0 27 13,475 

居場所の獲得 居場所を獲得した

者の割合 

 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問①-２ 

推計せず定量化まで アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪獲得率 0%≫ 

0 27 - 

地域への帰属感

情の向上 

地域への帰属感情

が向上した者の割

合 

第２回フィードバッ

ク・ヒアリングシート 

設問⑥-３ 

推計せず定量化まで アンケートの肯定

的回答率の割合 

≪増加率 0%≫ 

0 27 - 
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ステーク 

ホルダー 

アウトプッ

ト 

アウトカム 貨幣換算 
反事実

（％） 

寄与率

（％） 

インパクト 

（円） 成果説明 アウトカム説明 情報源 
金銭的代理指標

（貨幣化） 
成果量 

プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
者 

（
子
ど
も
） 

「
お
さ
ん
」
に
お
け
る
、
学
習
支
援
・
生
活
支
援
・
居
場
所
づ
く
り
へ
の 

継
続
参
加 

（２）家族との関係性の改善 

家族関係の改善 家族関係が改善し

た者の割合 

 

第２回フィードバック・

ヒアリングシート設問⑦ 

年 間 の 外 食 費

（142,824 円） 

アンケートの肯定的回答

率の割合 

≪改善率 27%≫ 

0 27 135,354 

＜５．生活・健康に関する意識・行動の改善＞ 

（１）食生活の改善 

健康と食事に関

する意識の改善 

健康と食事に関す

る意識が改善した

者の割合 
 

第２回フィードバック・

ヒアリングシート設問③

-２ 

対象児童生徒１人

あたり 

（10,000 円） 

アンケートの肯定的回答

率の割合 

≪改善率 18%≫ 

 

0 27 6,318 

（２）生活リズムの改善 

生活リズムの改

善 

就寝時間が改善し

た者の割合 

 

第２回フィードバック・

ヒアリングシート 設問

②－１、④に対し、肯定

的回答を１つ以上してい

る子どもをカウント 

認知行動療法のカ

ウンセリング費用

（10 回） 

（48,710 円） 

アンケートの肯定的回答

率の割合 

≪改善率  82%≫ 

0 27 140,197 

（３）精神安定の向上 

居場所の獲得に

よる精神不安の

減少 

居場所の獲得によ

る精神不安の減少

した者の割合 

 

第２回フィードバック・

ヒアリングシート 設問

⑨-１ 

認知行動療法のカ

ウンセリング費用

（10 回） 

（48,710 円） 

アンケートの肯定的回答

率の割合 

≪改善率 36%≫ 

0 27 61,550 
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図表 25.2 インパクトマップ 

ステークホルダー：家族（保護者） 

ステーク 

ホルダー 

アウト 

プット 

アウトカム 貨幣換算 
反事実

（％） 

寄与率

（％） 

インパク

ト（円） 成果説明 アウトカム説明 情報源 
金銭的代理指標

（貨幣化） 
成果量 

家
族
（
保
護
者
） 

「
お
さ
ん
」
に
お
け
る
、
学
習 

支
援
／
生
活
支
援
（
子
ど
も 

食
堂
／
居
場
所
づ
く
り
の
各 

プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
継
続
参
加
） 

＜家族への影響＞ 

精神不安の

減少 

精神不安が減少し

た者の割合 

第１回保護者面談ヒアリングシー

ト 設問③-１ 

認知行動療法のカ

ウンセリング費用

（10 回） 

（48,710 円） 

アンケートの肯定的

回答率の割合 

≪改善率 100%≫ 

0 27 170,972 

育児負担の

軽減 

育児負担が軽減し

た者の割合 

第１回保護者面談ヒアリングシー

ト 設問③-４ 

 

おさん・ひなた塾提供データ 

１時間当たり所定

内給与額（機会費

用法）（1,229 円） 

アンケートの肯定的

回答率の割合 

≪改善率 58%≫ 

0 27 332,606 

 

 

図表 25.3 インパクトマップ 

ステークホルダー：横浜市 

ステーク 

ホルダー 

アウト 

プット 

アウトカム 貨幣換算 反事実

（％） 

寄与率

（％） 

インパク

ト（円） 成果説明 アウトカム説明 情報源 金銭的代理指標（貨幣化） 成果量 

横
浜
市 

「
お
さ
ん
」
に
お
け
る
、
学
習 

支
援
／
生
活
支
援
（
子
ど
も 

食
堂
／
居
場
所
づ
く
り
の
各 

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
継
続
的
な
実
施
） 

＜横浜市への影響＞ 

公民連携の促

進 

公民連携が促進し

た割合 

横浜市提供データ 横浜市公務員給与（時給）（機会

費用法）（2,246 円） 

打 合 せ 参 加 時 間 

59.5 時間 

- - 133,637 
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図表 25.4 インパクトマップ 

ステークホルダー：地域社会（住民・市民） 

ステー

ク 

ホルダ

ー 

アウトプ

ット 

アウトカム 貨幣換算 

反事実

（％） 

寄与率

（％） 

インパクト

（円） 成果説明 アウトカム説明 情報源 
金銭的代理指標 

（貨幣化） 
成果量 

地
域
社
会
（
住
民
・
市
民
等
） 

「
お
さ
ん
」
に
お
け
る
、
学
習
支
援
／
生
活
支
援 

（
子
ど
も
食
堂
／
居
場
所
づ
く
り
各
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の

継
続
参
加
） 

＜ボランティアへの影響＞ 

ボランティア

活動に参加す

る機会を得た 

ボランティア活動参

加によるソーシャル

キャピタルの強化 

おさん・ひなた塾 最低賃金時間額（機会費

用法）（983 円） 

ボランティア活動参

加者実績（のべ人数） 

225 人 

 

ボランティア活動参

加時間：５時間（就業

時間＋通勤時間） 

- - 1,105,875 

ボランティア

活動に参加す

る機会を得た 

ボランティア活動参

加によるソーシャル

キャピタルの強化 

ゴールドマン・サックス

提供データ 

正社員平均賃金（時給）

（機会費用法）（2,379 円） 

ボランティア活動参

加者合計：21 人 

（１回目：11 人、２回

目 10 人） 

 

ボランティア活動参

加時間：６時間（活動

時間＋通勤時間） 

- - 299,754 
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3.8 SROI評価結果 

本評価では、学校生活や家庭生活等で困難を抱える子どもたちを対象とした「横浜市社会

的インパクト評価モデル事業」が創出した社会的インパクトを計測し、その成果を金銭代理

指標に基づき貨幣化し、SROI（社会的投資収益率）を算出した。 

以上の評価推計により、SROI 分析による 2018（平成 30）年度事業の効果検証の結果は、

総便益 5,094,726 円、純便益 1,306,646 円、SROI（社会的投資収益率）1.34 と算出された。 

投資収益率が 1.0 を超えたことで、費用を上回る効果（便益）が生み出されたと解され、

本事業の有効性・効率性が十分に検証されたといえる。 

評価対象者が 13 名（評価対象児童以外の児童も含む実利用者は 21 名）と小規模である

にもかかわらず、総便益額、社会的投資収益率の値は決して小さくない数値である。今後、

本プログラム事業実施の対象地域、対象者数の拡大が可能となれば、より大きな社会インパ

クトを生み出しうることが検証されたと考えられる。 

 

図表 26 SROI計測結果―総便益・純便益・社会的投資収益率 

社会的価値総額（総便益）【B】 509万 4,726円 

純便益額（総便益―総費用） 130万 6,646円 

SROI（社会的投資収益率）【B/C】 1.34 

費用合計【C】2018（平成 30）年度17 378万 8,080円 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
17 費用は、おさん・ひなた塾運営のための支出。光熱費、通信費、食費、人件費、ボラン

ティア研修費、家賃等が含まれる。評価業務等の業務委託費は含まれない。 
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第４章 本事業（2018〔平成 30〕年度）の総括について 

 

アウトカムに関する定性的データ、定量的データによる分析を踏まえると、「おさん・ひ

なた塾」を利用した対象児童の意識・行動（学習意欲、学力、ソーシャルスキル等）に、総

じて肯定的な変化が生じている。評価対象期間が１年間の短期的なアウトカムであるため、

学力向上については顕著な効果は見出しにくかったものの、学習習慣は確実に定着してい

ることが、調査データから把握することができた。大半の利用児童が 2017（平成 29）年度

からの継続利用者であることから、プログラムの効果が持続している事実が、データからも

確認できたといえる。こうした成果の維持・向上により、SROI も 1.34 と、投下費用に対

して、1.34 倍の効果が創出されたこととなり、本事業の有効性・効率性が十分実証された

と評価できる。 

本プログラムの社会的インパクトの創出要因として、学習支援を通じて基礎学力の向上

に努めてきたことに加え、「おさん・ひなた塾」が子どもたちにとって、「サード・プレイス」

的な居場所となり、親や教師とは異なる「大人」と出会い、コミュニケーションをする場を

提供している点が挙げられる。こうした居場所機能を含む包括的支援サービスを通じて、

2018（平成 30）年度も、授業理解度、学習時間の増加、将来の希望の拡大、食事習慣など

について改善傾向がみられた。また、保護者についても、精神的不安の減少について、評価

対象者の保護者回答者全員が減少と回答しており、ほぼ６割に育児負担の軽減傾向がみら

れた。運営の担い手である社会福祉法人たすけあい ゆいが有する地域福祉の拠点機能機能

や、法人スタッフの福祉職としての専門性の高さなどが、こうしたアウトカムの改善に大き

く寄与した要因として挙げられる。事実、登録児童の本格利用開始（2016〔平成 28〕年 12

月）以降、社会福祉法人たすけいあい ゆいは、おさん・ひなた塾専任のスタッフに加え、

臨床心理士資格を有する専門職スタッフや、児童支援サービスの経験豊富なスタッフを、法

人他部署から定期的、あるいはボランティアの人手が足りない際に補完的に派遣するなど、

体制整備に注力してきた。こうした努力の結果、支援サービスの質の維持・向上が実現でき

たといえる18。 

児童や保護者個人を超えた、ソーシャルキャピタル的なアウトカムが生じていることも、

本プログラムの効果として特筆すべき点である。例えば、住民の学習ボランティア参加を通

じた地域とのつながりの強化、行政職員の公民連携への積極的関与、市民（ゴールドマン・

サックス社員有志）のボランティア参加を通じた NPO・住民・児童との交流など、ソーシ

ャルキャピタル的価値の醸成である。こうした組織を超えた連携による波及効果が生み出

された背景には、ゴールドマン・サックスや横浜市政策局共創推進室が、多様な主体の連携

や公民連携の推進に関する深い理解と継続的なコミットメントがあったといえる。 

さらに、本プログラムにおける資金提供者、実施団体、自治体等との連携では、SROI と

いうインパクト評価の枠組みが、いわば「共通言語」となり、共通に追求する成果や価値の

                                                   
18 さらに 2019 年度は、学習支援の専任スタッフとして新規 2 名の雇用を予定している。 
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共有化や達成度検証の触媒として機能した。セクターを超えて多様な主体が、特定の社会課

題の解決のために、共通の目的を掲げ、共有された評価枠組みを活用して、中間支援組織等

の支援も得ながら、相互に活動を強化し合い、継続的なコミュニケーションを維持しつつ、

長期的にコミットメントするタイプの協働は「コレクティブ・インパクト（collective 

impact）」と呼ばれる（Kania & Kramer 2011）。本プログラムの協働はこのタイプに属す

るといえる。 

一方で、SROI が 1.0 を上回ったことで費用を超える効果のあったとはいえ、1.34 という

SROI は、前年度（2017〔平成 29〕年度）の SROI 値 1.62 と比較すれば、効果が低下した

ようにもみえる。しかしながら、この結果にはいくつかの背景要因があることに注意を払う

必要がある。まず、問題を抱える受益者を対象に実施される介入プログラム全般に言えるこ

とだが、事業が複数年度に渡り実施され、なおかつ、受益者の多くが複数年度継続して支援

を受ける社会的プログラムにおいて、費用便益比を各年度間で単純に比較することは余り

意味がないとされる。なぜなら、初年度に主要なアウトカムの多くにおいて相当な改善がみ

られた場合、次年度では前年度を超える改善率を達成することは困難であるからである。例

えば、初年度に宿題習慣の定着面で大きく改善した児童が、２年目の定着度の質問に対して、

「現状維持」と回答した場合、それ自体は肯定的な傾向であるが、数字上、成果量（変化量）

はゼロとなり、プラスの価値として計上されない。そのため、計測対象のアウトカム数やア

ウトカム指標が同一である限り、総便益の前年度比減も生じうる。 

また、受益者の多くが定着して２年、３年と継続してサービスを利用する本プログラムの

ようなケースでは、プログラムの効率性・有効性の最終的評価については、各年度間で時系

列的に費用便益比や純便益を比較するのではなく、事業開始年度から最終評価年度の全期

間の総費用と総便益の総和に基づき、最終の総便益と費用便益比を計測する必要があろう。 

さらに、前年度と比較して 2018（平成 30）年度の SROI が低下したより単純な要因は、

前年度は事業立ち上げの年で、またメディアの SIB への関心が高かったことも有り、主要

新聞社や地方紙が本事業の開始を大きく取り上げたことにより、社会的認知度向上に関す

るアウトカムの価値額19が相当額計上されたことによる。対照的に 2017 年度（平成 29）年

度では目立ったメディア露出がなく、この点は改善すべき課題である。社会に対する発信に、

より広く、積極的に取り組んでいく必要があろう。 

おさん・ひなた塾による包括的支援は、前年度に引き続き、居場所機能の発揮、学習意欲

の向上、学習習慣の定着という点では十分成果をあげている。一方で、学力を向上させる学

習支援機能の強化は今後の課題であろう。また、困難を抱える子どもの問題への取り組みに

おいて、より大きな社会インパクトを追求していくには、本モデル事業を契機に、おさん・ひ

なた塾のような包括的な支援プログラムをさらに他地域でも展開、拡大していくことが喫緊

の課題である。 

 

                                                   
19 メディア露出の成果量の貨幣換算では広告換算を実施した。 
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